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渋川市教育委員会の点検・評価制度の概要 

 
１　趣旨 
　教育委員会は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条第１項の規定

により、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行

い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなけれ

ばならないとされています。 

　本報告書はこの規定に基づき、令和７年度の各施策や事業の実施状況について、渋川

市教育委員会が点検及び評価を行い、学識経験を有する者の意見を付して報告するもの

です。市民への説明責任を果たすとともに、効果的な教育行政の推進を図ってまいりま

す。 
 

 
２　点検・評価の対象 

　令和７年度の教育委員会の活動及び「令和７年度渋川市教育行政方針」に掲げた重点

施策の３項目２２施策の全てを対象に点検・評価を行いました。 

　 

３　点検・評価手順 

　令和７年度に取り組んだ重点施策の管理及び執行状況について、教育部の各担当課に

おいて点検・評価を行った後、教育に関し学識経験を有する者の知見を活用して報告書

を作成し、議会に提出するとともに、市ホームページに掲載して公表します。 

 

４　学識経験者の知見の活用 

　点検・評価の実施にあたっては、その客観性を確保するため、地方教育行政の組織及び

運営に関する法律第２６条第２項に「教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図

るものとする」と規定されており、教育に関し学識経験を有する者として、次の学識経

験者を選定し、ご意見をいただきました。 

 

　国立大学法人群馬大学　共同教育学部長　藤森　健太郎　氏 

 

 

 

 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

　第２６条　教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任さ

れた事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された

事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関す

る報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

　２　教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知

見の活用を図るものとする。
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５　スケジュール 

　　令和８年　　４月　　　学識経験を有する者の選定 

　　　　　　　　５～６月　各所属長による点検・評価の実施 

　　　　　　　　６月下旬　点検・評価シートのとりまとめ 

　　　　　　　　７月　　　学識経験を有する者の意見聴取 

　　　　　　　　　　　　　最終的な点検・評価の実施 

　　　　　　　　８月　　　教育委員会に結果報告 

　　　　　　　　９月　　　市議会へ提出及び市ホームページに掲載 

 
６　総　括（点検・評価結果） 

Ⅰ　学校教育の充実　　　　　９施策 

Ⅱ　生涯学習の推進　　　　　９施策 

Ⅲ　文化財の保護と活用　　　４施策 

 

 

７　渋川市教育委員会の活動状況 

　教育委員会とは、県や市町村に設置されている行政委員会の一つで合議制の執行機関

です。教育行政の中立性、安全性を確保するため、地方公共団体の長から独立して設置

されております。 
　渋川市教育委員会は教育長及び４人の委員で構成され、合議により教育行政の基本方

針や重要事項などを審議し決定します。 
 
　令和７年度の活動状況を振り返るため、令和７年４月から令和８年３月までの教育委

員会の活動についてまとめました。 
 
①　開催日数 
　教育委員会会議については、渋川市教育委員会会議規則において、教育長が必要によ

り、招集できる等の規定がされており、毎月１回の定例会の開催と必要により臨時会を

開催しています。令和７年４月から令和８年３月までの教育委員会の開催状況は下記の

とおりです。 

　・定例会１２回 
②　審議内容等 
　地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１４条に基づき、次の一覧表のとおり、

審議が行われました。  



- 3 -

 令和７年度教育委員会審議案件一覧

 開催日 会議区分 案件区分 件　　名

 ４月24日 定例会 報告 教育長報告

 議案 議案第13号　渋川市立金島小学校及び渋川市立金島中学校学運

営協議会委員の委嘱について 

議案第14号　渋川市立三原田小学校及び渋川市立赤城南中学校

学校運営協議会委員の委嘱について 

議案第15号　渋川市立橘小学校学校運営協議会委員の委嘱につ

いて 

議案第16号　渋川市立橘北小学校学校運営協議会委員の委嘱に

ついて 

議案第17号　渋川市立北橘中学校学校運営協議会委員の委嘱に

ついて

 協議会 議題 １　５月定例教育委員会の開催日程について

 ２　６月定例教育委員会の開催日程について

 ５月20日 定例会 報告 教育長報告

 議案 議案第18号　渋川市学校給食共同調理場運営委員会委員の委嘱

について 
議案第19号　渋川市いじめ問題対策連絡協議会委員の委嘱につ

いて 
議案第20号　渋川市立渋川北小学校学校運営協議会委員の委嘱

について

 議案第21号　渋川市立渋川南小学校学校運営協議会委員の委嘱

について 
議案第22号　渋川市立古巻小学校及び古巻中学校学校運営協議

会委員の委嘱について 
議案第23号　渋川市立豊秋小学校学校運営協議会委員の委嘱に

ついて 
議案第24号　渋川市立渋川西小学校学校運営協議会委員の委嘱

について 
議案第25号　渋川市立伊香保小学校及び渋川市立伊香保中学校

学校運営協議会委員の委嘱について 
議案第26号　渋川市立小野上小学校学校運営協議会委員の委嘱

について 
議案第27号　渋川市立中郷小学校学校運営協議会委員の委嘱に

ついて 
議案第28号　渋川市立長尾小学校学校運営協議会委員の委嘱に

ついて 
議案第29号　渋川市立津久田小学校及び渋川市立赤城北中学校

学校運営協議会委員の委嘱について 
議案第30号　渋川市立渋川中学校学校運営協議会委員の委嘱に

ついて 
議案第31号　渋川市立渋川北中学校学校運営協議会委員の委嘱

について 
議案第32号　渋川市立子持中学校学校運営協議会委員の委嘱に

ついて 
議案第33号　渋川市社会教育委員の委嘱について 
議案第34号　渋川市青少年センター運営協議会委員の任命又は

委嘱について 
議案第35号　渋川市図書館協議会委員の任命について 
議案第36号　渋川市公民館運営審議会委員の委嘱について

 協議会 議題 １　６月定例教育委員会の開催日程について

 ２　７月定例教育委員会の開催日程について
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 開催日 会議区分 案件区分 件　　名

 ６月26日 定例会 報告 教育長報告

 報告第５号　和解及び損害賠償の額を定めることについて

 報告第６号　渋川市社会教育委員の委嘱について 

報告第７号　教育長の臨時代理の報告について 

報告第８号　教育長の臨時代理の報告について

 議案 議案第37号　渋川市奨学金貸与審査会委員の委嘱について

 議案第38号　渋川市地域学校協働活動推進員の委嘱について

 議案第39号　渋川市歴史資料館運営審議会委員の委嘱について 

議案第40号　渋川市美術館・桑原巨守彫刻美術館運営協議会委員

の委嘱について

 協議会 議題 １　７月定例教育委員会の開催日程について

 ２　８月定例教育委員会の開催日程について

 ７月24日 定例会 報告 教育長報告

 議案 議案第41号　令和８年度使用教科用図書の採択について

 協議会 議題 １　８月定例教育委員会の開催日程について

 ２　９月定例教育委員会の開催日程について

 ８月28日 定例会 報告 教育長報告

 議案 議案第42号　令和６年度渋川市教育委員会点検・評価結果報告

について

 協議会 議題 １　９月定例教育委員会の開催日程について

 ２　10月定例教育委員会の開催日程について

 ９月11日 定例会 報告 教育長報告

 議案 議案第43号　教育財産の取得の申出について

 議案第44号　渋川市古巻公民館建設工事（建築主体工事）請負契

約の変更について

 協議会 議題 １　10月定例教育委員会の開催日程について 

２　11月定例教育委員会の開催日程について

 ３　公民館対象区域と通学区域の調整について

 10月29日 定例会　　　 報告 教育長報告

 報告第10号　教育長の臨時代理の報告について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 議案 議案第45号　渋川市立小学校及び中学校管理規則の一部を改正

する規則について

 協議会 議題 １　11月定例教育委員会の開催日程について

 ２　12月定例教育委員会の開催日程について

 11月20日 定例会 報告 教育長報告

 議案 議案第46号　渋川市美術館・桑原巨守彫刻美術館運営協議会委員

の委嘱について

 議案第47号　渋川市公民館条例の一部を改正する条例の渋川市

長への申出について

 議案第48号　渋川市ふれあいセンター条例の一部を改正する条

例の渋川市長への申出について

 協議会 議題 １　渋川市立小中学校適正規模・適正配置基本方針(案)につい

て

 ２　12月定例教育委員会の開催日程について

 ３　１月定例教育委員会の開催日程について
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 開催日 会議区分 案件区分 件　　名

 12月18日 定例会 報告 教育長報告

 協議会 議題 １　公民館対象区域と通学区域の調整に関する変更について 

２　渋川市立かに石こども園の休園について

 ３　１月定例教育委員会の開催日程について

 ４　２月定例教育委員会の開催日程について

 １月28日 定例会 報告 教育長報告

 報告第１号　渋川市教育委員会職員の人事について 

報告第２号　公民館と行政センターの統合方針に関する市長か

ら教育委員会への通知について

 議案 議案第１号　渋川市教育委員会表彰について 

議案第２号　渋川市立幼稚園管理規則の一部を改正する規則に

ついて

 協議会 議題 １　渋川市立渋川幼稚園の認定こども園への移行について 

２　２月定例教育委員会の開催日程について

 ３　３月定例教育委員会の開催日程について

 ２月19日 定例会 報告 教育長報告

 議案 議案第３号　渋川市事務分掌条例の一部改正の議案に関する意

見について 

議案第４号　渋川市スポーツ推進審議会条例及び渋川市体育施

設条例の一部改正の議案に関する意見について 

議案第５号　渋川市ふれあいセンター条例施行規則の一部を改

正する規則について 

議案第６号　渋川市立認定こども園条例の一部を改正する条例

の渋川市長への申出について 

議案第７号　渋川市立小中学校適正規模・適正配置基本方針の策

定について 

議案第８号　令和８年３月渋川市議会定例会提出予定議案（予

算）の作成に対する意見について

 
 

 

 

協議会 議題 １　令和８年度渋川市教育行政方針（案）について 

２　令和７年度（幼稚園等、小学校、中学校）卒園・卒業式告辞

案及び令和８年度入学式告辞案について 

３　３月定例教育委員会の開催日程について 

４　４月定例教育委員会の開催日程について

 ３月27日 定例会 報告 教育長報告 

報告第３号　和解及び損害賠償の額を定めることについて 

報告第４号　渋川市教育委員会職員の人事について

 議案 議案第９号　渋川市文化財調査委員の委嘱について

 議案第10号　渋川市教育委員会教育長に対する事務委任規則等

の一部を改正する規則について

 議案第11号　渋川市立幼稚園管理規則の一部を改正する規則に

ついて

 議案第12号　渋川市立幼稚園型認定こども園管理運営規則の一

部を改正する規則について 

議案第13号　渋川市スポーツ推進委員に関する規則の制定につ

いて 

議案第14号　渋川市体育施設施行規則の制定について
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 開催日 会議区分 案件区分 件　　名

 議案第15号　渋川市立学校体育施設の開放に関する規則の一部

を改正する規則について 

議案第16号　令和８年度渋川市教育行政方針について 

議案第17号　渋川市立学校の教職員に関する業務量管理・健康確

保指導実施計画について 

議案第18号　渋川市教育委員会委員の辞職について 

議案第19号　渋川市渋川公民館長の任命について 

議案第20号　渋川市渋川西部公民館長の任命について 

議案第21号　渋川市金島公民館長の任命について 

議案第22号　渋川市古巻公民館長の任命について 

議案第23号　渋川市豊秋公民館長の任命について 

議案第24号　渋川市徳冨蘆花記念文学館長の任命について 

議案第25号　渋川市学校運営協議会規則の一部を改正する規則

について

 協議会 議題 １　４月定例教育委員会の開催日程について

 ２　５月定例教育委員会の開催日程について
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「令和７年度渋川市教育行政方針」における重点施策 

１　信頼される園・学校経営の推進 

２　「確かな学力」の向上 

３　「豊かなこころ」の育成 

４　「すこやかな体」の育成 

５　多様な教育的ニーズ等に対応する教育活動の充実 

６　小中学校適正規模・適正配置の推進 

７　学校施設の整備・充実及び長寿命化の推進 

８　児童生徒の通学支援 

９　学校給食の充実 

 

 

１　自ら学ぶ意欲を培う意識啓発と市民参加の促進 

２　文化･芸術に親しむ機会の充実と活動の振興 

３　青少年健全育成の推進 

４　学校を核とした地域づくりの推進 

５　共生社会における人権教育の推進 

６　公民館活動の推進 

７　図書館運営の推進 

８　美術館事業の推進 

９　文学館事業の推進 

 

 

１　文化財の保護・管理の推進 
２　文化財の活用と整備の推進 

３　伝統文化の保存・継承活動の支援 

４　自主活動団体の育成・支援 
 
 
 

 

 
Ⅰ　学校教育の充実・・・９施策

 
Ⅱ　生涯学習の推進・・・９施策

 
Ⅲ　文化財の保護と活用・・・４施策
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令和７年度　点検・評価結果（シート） 

 

Ⅰ　学校教育の充実 

 

 

各校園では、園長・校長の園・学校経営方針を共通理解し、全教職員が園・学校経営に

参画する体制の確立に向けたチーム学校としての取組を行っています。また、学校評価

や学校運営協議会、園評議員会などを通して、園・学校の取組について、保護者や地域へ

の情報の発信と収集を行い、各園・学校の取組の成果と課題を把握し、園・学校経営に生

かすＰＤＣＡのマネジメントサイクルを活用した地域とともにある園・学校づくりを推

進しています。 

授業づくりでは子供たち一人一人が学ぶ楽しさを実感し、自ら学ぶ授業になるよう、

子供を主語にした「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて、教師の指導力向上を図

っています。 

また、人事評価制度を活用したり、園・学校訪問時に園内・校内研修の充実のための指

導助言を行ったりして、各園・学校における教職員の職能成長の促進に努めています。

さらに、教職員が教育公務員としての自覚を常にもちながら、働き方改革の趣旨を踏ま

えつつ、やりがいをもって職務に当たれるようにするための取組を計画的・組織的に進

めるよう指導しています。 

いじめや不登校については、全国、県内同様、渋川市においても大きな課題です。いじ

めはどの学級、どの子供にも起こりうる問題であると捉えています。いじめについては、

積極的な認知とともに、継続的に関係児童生徒の観察を行い、解消については当該児童

への確認や保護者との連携を図り、慎重に判断するよう指導しています。また、不登校

については、各校で児童生徒や家庭に寄り添った対応や支援を行うとともに、必要に応

じて外部機関との連携を図っています。 

子供の安全では、学校、行政、地域が合同で行う通学路安全点検や様々な方による登

下校の見守りなどを通して安全対策の充実を図るとともに、子供が自ら危険を予測した

り、回避したりできる能力を身に付けられるよう指導の工夫に努めています。 

各校においては学校運営協議会を核として、地域を愛する子どもたちの育成に向けて、

学校と地域が連携、協働する地域の特色を活かした体制づくりに向けて協議しています。

また、各校が、他の地域の取組を参考にすることができるよう、コミュニティ・スクール

連絡協議会の実施や市ＨＰの活用により各地区の取組を共有することができるようにし

ています。 

学校事務の共同実施では、小中学校を５地域に区分し、学校事務の適正かつ円滑な執

行・事務処理体制の確立及び事務機能の強化を目指しています。事務局主催の２回の研

修会に加えて、各部会を実施するなどして、ＯＪＴによって事務職員の職能成長を図る 

 
１　信頼される園・学校経営の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　学校教育課

 （１）　現状
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とともに、学校経営に参画する意識を高める取組を進めています。 

幼稚園教育は、幼児数の減少の中で、各園が工夫しながら保育の質の向上に努めてい

ます。また、教職員のライフステージに合わせた研修機会を設けています。各園では「幼

児期の終わりまでに育ってほしい姿」を意識したアプローチカリキュラムを編成し、小

学校低学年では、スタートカリキュラムを編成することで、発達や学びの連続性を踏ま

えた小学校教育との円滑な接続に努めています。 
 

○　学校規模や各学校の実情を踏まえ、各園・学校が学校経営の重点を明確化し、学校

運営に取り組みました。そのような中で各園･学校では、学校通信の発行やＨＰの更新、

一斉配信システムの活用、学校運営協議会などさまざまな機会を活用して、学校の取

組について、分かりやすく保護者や地域へ情報発信をしました。また、園・学校評価な

どを通して情報収集を積極的に行いました。引き続き園・学校評価等により課題を把

握し、全教職員が園・学校経営方針について共通理解をした上で、各校園の目指す教育

を進めていく必要があります。そして、管理職のリーダーシップの下、職員の同僚性を

高めるとともに、勤務時間の適正化やストレスチェックの実施により、教職員自身の

健康状態の自覚を促し、今後も働き方改革の趣旨を生かした職場環境の改善、整備を

行っていく必要があります。 

○　学校運営協議会では、学校と地域、家庭が学校経営方針や育てたい子供の姿を共有

し、その実現に向けて地域の教育力を活用し、協働して様々な事業に取り組みました。

また、コミュニティ・スクール連絡協議会の実施や市ＨＰの活用により、それぞれの

地域の取組について情報共有をすることができました。また、学校運営協議会委員に

幼稚園関係者を委嘱し、幼こ保小連携を図る取組も見られました。 
○　幼稚園教育では、園児数の減少が進む中で、各園が工夫しながら園児の様々な体験

活動の機会を確保しています。同年齢の園児が少ない中で、多くの園で異年齢の園児

が関わる場を意図的に設けながら各園での教育活動が行われています。また、市内の

幼稚園や近隣の保育施設との合同で保育や行事を実施することで、集団の中での学び

を得られるようにしています。各園においても保育の目的や行事等の取組の様子を園

だよりで発信することにより、幼稚園教育のよさを発信しました。また、市内全ての幼

こ保小の実務者を対象とした架け橋プログラムに関する研修会を実施しました。今後

は、幼小の学びの連続性を確保するために、架け橋期のカリキュラムの実践、評価・改

善を行う必要があります。 

○　チーム学校の考え方において、学校事務職員の学校経営参画を推進する必要がある

ため、今後も管理職にさらなる啓発を図っていきたいと思います。学校事務の共同実

施を通して職務担当制を実践することにより、１人職である学校事務職員の人材育成

が図れていることは成果といえます。 

 

 （２）　点検（成果・課題）
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　◆指標 

○　指標としている「学校に行くのは楽しい」と答えた児童生徒の割合は、令和５年度

の基準値から小学校が４．３ポイント、中学校が４．８ポイント上昇しました。教職員

が日常生活の中で児童生徒の良さを認めたり、児童生徒主体の学校行事を行ったりす

ることで、児童生徒が自己有用感を得られたことによるもと考えます。今後も、園長・

校長の園・学校経営方針を共通理解し、全教職員が園・学校経営に参画する体制の確

立に向けたチーム学校としての取組を推進し、誰一人取り残さない安心して学べる学

校・園を目指します。 
○　学校運営協議会、園・学校評価などにより把握した課題に基づき、校園長のリーダ

ーシップの下、全教職員が園・学校経営方針の具現化に向けて、経営方針について共通

理解をし、参画する体制を確立していきます。また、同僚性の構築と働き方改革の趣旨

を生かした職場環境の整備を行っていきます。さらに、園・学校の経営方針や具体的な

取組についての積極的な情報発信と園・学校と地域、家庭の連携を充実させ、地域の教

育力を積極的に活用するなど地域とともにある園･学校づくりを推進します。 

○　引き続き各校の学校運営協議会に指導主事が参加し、それぞれの状況を把握したり、

市の教育行政方針を伝えたりしていきます。また、コミュニティ・スクール連絡協議

会や市ＨＰで市全体としての考え方や各校の取組を発信することで地域との連携の重

要さを発信していきます。 

○　園児数の減少など、各園の実情を踏まえ、質の高い幼稚園教育を提供できるよう、

引き続き、教育課程の編成及び実施、教職員の指導力向上に資する研修の充実に努め

ます。また、園と小学校が互いの教育内容等についての理解を図り、幼稚園教育と小

学校教育の円滑な接続に向けて取組を進めていきます。 

○　事務の共同処理の適正かつ円滑な執行と事務処理体制の確立・強化を図ります。さ

らには学校事務職員の積極的な学校経営参画を推進します。各共同実施地区の実態に

応じた職務担当制による事務処理体制の一層の確立ができるよう、学校事務職員の負

担にも配慮しつつ、引き続き指導や支援をしていきます。 

 

○　小学校・中学校とも、「学校に行くのは楽しい」と回答する児童・生徒が高水準とな

っています。学校生活への肯定的評価は学校教育の前提といえ、大変いいことだと思い

ます。コミュニティ・スクールは、施策計画から実施の段階に本格的に入ったようです。

今後の実績評価が大事かと思います。 

 （３）　評価（今後の方向性）

 
指標名

基準 

（令和５年度実績）

目標値 

（令和７年度）

実績値 

（令和７年度）

目標値 

（令和10年度）

 全国学力・学習状況調査に

おいて、「学校に行くのは

楽しい」と答えた児童生徒

の割合（小６・中３）

８１．９％ ８４．０％

小6 

８６．２％ 

中3 

８６．７％

９０．０％

 （４）　学識経験者による意見
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　学ぶ楽しさを味わえる安心感のある授業をもとにした確かな学力の向上のための３つ

の柱として、基礎的・基本的な知識及び技能の習得と、思考力・判断力・表現力等の育成、

主体的に学習に取り組む態度の涵養を目指して授業改善に取り組んでいます。 

　令和７年度の教研式全国標準学力検査の結果から、市内小中学校の全学年において基

礎的・基本的な知識・技能が概ね習得されていることが分かっています。思考力・判断

力・表現力等については、全国学力・学習状況調査の児童・生徒質問紙において「話し合

う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりすることができていますか。」と回答

した児童生徒は小中学校ともに８５％以上でした。特に小学校では肯定的にとらえてい

る児童数が令和６年度より増加しました。主体的に学習に取り組む態度の涵養について

は、７５％以上の児童生徒が「課題の解決に向けて自分で考え自分から取り組んでいる」

と回答しています。「当てはまらない」と回答した児童生徒は令和６年度と比較して中学

校は減少した一方で、小学校は増加しています。 
　学力向上対策委員会において、授業改善の方向性を明らかにして「主体的・対話的で

深い学び」の実現とともに、教師の役割を含めた環境の構成の重要性について確認し、

授業改善に各校で取り組んでいます。 
 

○　基礎的・基本的な知識及び技能は、きめ細やかな学習指導のもとに習得されていま

す。 

習得した知識及び技能を活用して新たな課題に挑戦しようとする場面を意図的に設

定することで、各教科の本質的な学ぶ楽しさを味わえるよう、授業における環境の構成

を工夫することも必要です。 

○　思考力・判断力・表現力等の育成については、協働しながら学ぶことの意義や有用

性を理解し、対話を通して自分の考えを深めたり広げたりすることができると実感し

ている児童生徒が増えています。 

教師は、児童生徒が互いの気づきや考えを伝え合い、比較検討しながら対話を通して

自分の考えを広げ深めることができるような授業を実施していくために、目指す子供

の姿を明確にもち、必要感のある対話を設定することが必要です。 

○　主体的に学習に取り組む態度の涵養については、多くの児童生徒が粘り強く学習に

取り組めています。一方、小学校で課題の解決に向けて自分で考え自分から取り組め

ていない児童が増加した要因は、令和7年度の計画訪問の参観記録から分析すると、

児童が課題に対して見通しをもって主体的に取り組み、振り返りを行う経験が不足し

ていたからと推測できます。 
今後も、学習内容だけでなく、どのように学ぶとよりよく学べるのか、自らの学びを

自覚し、成長を実感できるよう、ねらいに対する振り返りの工夫について意識して取り

 
２　「確かな学力」の向上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校教育課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）
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組む必要があります。 
 

◆指標 

○　指標としている「国語、算数・数学の勉強は好きである」と答えた児童生徒の割合

は、令和５年度の基準値から小学校が２．２％ポイント、中学校が１．１％上昇しまし

た。子供の主体的な学びのある授業の増加によるものではないかと考えます。今後も、

学力向上対策委員会、渋川市教育研究所の各研究部等を計画的に運営し、子供が自ら

学ぶ授業や、子供たち自ら「〇〇したい」が生まれる授業を目指し、「主語は子供」の

学ぶ楽しさを味わえる授業改善の具現化を図っていきます。そのため、学習のゴール

を児童生徒と共有し、学びの伴走者として支援したり、体験活動を重視するとともに、

ＩＣＴを効果的に活用しながら、児童生徒が学び方を自ら選択できる環境の構成を推

進していきます。個々の児童生徒の特性や興味・関心など、子供一人一人に応じた多

様な学びが展開されるよう「個別最適な学び」「協働的な学び」の充実を図り、授業改

善を積み重ね、実践事例を共有していきます。 

○　各教科で身に付けたい資質能力の育成に向け、学びの振り返りを通じて、獲得した

知識及び技能を確認し、次の学びや自身の生活の中に活用することで、各教科の本質

を学ぶ楽しさ、面白さを味わい、自らの学びの過程の質的向上を図れるようにしてい

きます。 

○　各教科において、課題の解決に向けて自分で考え取り組むために、主体的に学びに

向かうことができる課題を設定し、見通しをもって授業に取り組めるよう教育全体集

会や計画訪問、学力向上対策委員会などを使って、各校における授業改善を図っていき

ます。 

○　専門知識を活かした授業や体験活動を実施することができたり、多様な職種や年代

の大人と関わり、対話をとおして学びが深まったり視野が広がったりするため、地域・

保護者による学習支援の活用を推進していきます。小中学校は学校便り等で児童生徒

の活動や学習の様子を地域・保護者に発信し、学校の取組に対する理解を深められる

ようにしていきます。 

 

○　基礎的な知識・技能の面でも、思考力・判断力・表現力等でも、おおむね高水準であ

り、学校現場の努力がうかがわれます。一方で、勉強を好む児童・生徒の割合が目標値

 （３）　評価（今後の方向性）

 
指標名

基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10 年度)

 全国学力・学習状況調査におい

て「国語、算数・数学の勉強は

好きである」と回答した児童生

徒の割合（小６・中３）

５８．１％ ６２．０％

小６ 

６０．３％ 

中３ 

５９．２％

７０．０％

 （４）　学識経験者による意見
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に達していませんが、教科への好意は必ずしも学習効果等と一致するものではなく、過

度な懸念は不要と思います。好意だけでなく学力検査の領域別結果等を勘案すること

も大事かと思います。  
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　各校園においては道徳教育、特別活動、人権教育、生徒指導等について全体計画・年間

計画等を作成し、教育活動全体を通した計画的・発展的な取り組みを推進しています。

これにより、ふるさと渋川を愛し、互いを尊重し思いやりの心をもった子供たちの育成

を目指しています。道徳教育については、特別の教科道徳の時間を要として、多様な価

値観と対話を重視した道徳教育の推進及び、家庭教育との往還や地域人材の活用など、

家庭、地域と連携した道徳教育を推進するための協力体制の整備を重点としています。

また、人権教育については、「人権感覚チェックリスト」の活用等により教職員の人権感

覚を高めるとともに、常時指導の充実を重点とし、子供同士が互いに支え合い、認め合

うことができる人間関係づくりや学級経営、自己有用感を高めるための保育や授業の工

夫に努めています。生徒指導については、子供及び保護者との信頼関係に基づく積極的

な先手型の生徒指導を推進し、命を大切にする指導の充実と「いじめを絶対に許さない」

指導の徹底を図るとともに、近年増加傾向にあるSNSによる誹謗中傷も含め、いじめ発

生の疑いがある場合には積極的に認知し、解消に向けた慎重な見極めと組織的な対応を

徹底しています。さらに、不登校支援の充実のために各校の取組を参考として「渋川市

の不登校支援」リーフレットを作成して教職員への周知及び活用を促したり、また、ス

クールカウンセラー等の効果的な活用、校内教育支援センターの設置、関係機関や市教

育研究所相談事業部や教育支援センター「かけはし」教室との連携による、組織的、継続

的な支援体制の構築を図ったりしています。 

 

○　特別の教科道徳の中で、自己を見つめ、物事を多面的・多角的に考えたり、友達と議

論したりすることを通して、道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度を育てることが

できました。今後も道徳性を育むため学校の教育活動全体を通して、学校の特色を生

かした計画的・継続的な道徳教育を推進していくことが必要です。また、家庭や地域

と連携した協力体制の整備をさらに強化していくことが求められます。 

○　人権教育については、全ての学校園において全体計画や年間指導計画が整備され、

それを基に常時指導の充実、授業実践や授業研究会などの取組がなされています。一

方で、SNS による誹謗中傷については、中学生から小学校高学年に見られるようにな

り低年齢化が進んでおります。今後も人権重要課題の変化に応じた全体計画・年間指

導計画の見直しを継続するとともに、各校園の実態を踏まえ、継続的に子供たちや教

職員の人権感覚を高めていくための取組を継続していくことが必要です。 
○　生徒指導では、子供たち及び保護者との信頼関係に基づく積極的な生徒指導を推進

し、組織的に対応できる校内体制の構築を進めました。また、不登校の未然防止に向

けた積極的な先手型の生徒指導の強化と、つながりを切らさない環境作り、警察や児

童相談所、群馬県総合教育センター、市こども健康部こども課等、関係機関や団体と

 
３　「豊かなこころ」の育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校教育課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）
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の連携をさらに推進していく必要があります。 
 

◆指標 

○　指標としている「自分にはよいところがあると思う」と回答した児童生徒の割合は、

令和５年度の基準から小学校では５．２ポイント、中学校では２．２ポイント上昇し

ました。教職員が子供の良いところ、成長したところを認めたり、友達同士で認め合

う学級経営が行われたりしたことによるものではないかと考えます。各校園において

は、子供たちの実態を踏まえて、各教育活動等との関連を明確にした諸計画の活用・

見直しをしていくとともに、引き続き教職員の人権感覚の向上を図ります。また、子

供の自治的・自発的な活動を推進するとともに、子供同士が互いを大切にし、認め合

うことで自己肯定感を高められる温かい園・学校・学級づくりを推進し、子供たちが

学ぶ楽しさや喜びを味わえる授業や保育の実践を継続していきます。さらに、家庭や

地域と連携した協力体制の整備を一層強化することで、学校・家庭・地域が一体とな

って「豊かなこころ」の育成に努めます。 

○　生徒指導の充実では、不登校・いじめの未然防止に向けて、子供や保護者との信頼

関係を基盤とした積極的な先手型の生徒指導の推進を引き続き学校に呼びかけます。

また、スクールカウンセラーに加え、スクールソーシャルワーカーやウォームアップ

ティーチャー等を効果的に活用し、チームサポートによる組織的・継続的な指導体制

の確立を推進していきます。さらに、関係機関や団体との情報共有・連携を強化する

ことで、子供たちの居場所となる魅力ある学校・学級づくりを一層推進します。 
○SNS による誹謗中傷に対しては、今後はインターネットと関連する人権教育をテーマ

に取り上げる予定であり、各校において毎年実施されている情報モラル講習会とも関

連させて児童生徒が自分事として捉えることができるよう人権意識の高揚に努めま

す。 

 

○　指標の目標値と実績値の基準に若干揺れがありますが、自己肯定感がかなり高いこ

とは間違いありません。これもあらゆる教育の前提にあることが期待されるもので、大

変いい結果だと思います。 

○　学校生活において自己や他者への肯定感が育まれている一方で、ネット上などでは、

思いもかけない問題に子どもたちが巻き込まれることも考えられます。過度な介入は逆

 （３）　評価（今後の方向性）

 
指標名

基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10年度)

 全国学力・学習状況調査におい

て「自分にはよいところがある

と思う」と回答した児童生徒の

割合（小６・中３）

８３．６％ ８６．０％

小６ 

８８．８％ 

中３ 

８５．８％

９０．０％

 （４）　学識経験者による意見
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効果と思いますが、現代の子どもたちの交流の実態については、教育する側も感度を高

めておく必要があると思います。  
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　関係者が連携して健康教育の充実と体力の向上を図るために、渋川市体力向上・健康

元気アップ推進委員会を実施し、様々な視点で、子供の健康増進や体力向上等について

協議しています。 

　肥満傾向児の出現率が高いという課題を受け、子供が生活習慣を見直したり望ましい

食習慣を身に付けたり、子供自ら健康管理能力を高めたりすることをねらいとした取組

を各校で行っています。具体的には、栄養教諭が学校を訪問してバランスのよい食事に

ついての指導をしたり、養護教諭と一緒に栄養と健康な体作りについての授業を行った

りしています。 

　体力の向上については、運動への取組の二極化という課題を受けて、子供が体を動か

す楽しさを味わいながら、個々の能力や発達段階に応じて体を動かして競技力を高めた

り、生涯を通して運動に親しむ素地を養ったりすることをねらいとしています。 

 

○　渋川市体力向上・健康元気アップ推進委員会において、市内小中学校で実施されて

いる新体力テスト等から明らかになった児童生徒の実態について共有しました。そし

て、児童生徒の健康課題の解決のために関係機関で連携できそうなことについて協議

しました。 

○　各学校において学校保健委員会を開催するなど、児童生徒の実態を基に健康教育の

推進ができていることは健康教育の充実に関する成果といえます。しかし、肥満傾向

の子供の割合が多いことや年齢相応の技術の習得が不十分であることに起因する怪我

が増加傾向にあるという認識のもとにスモールステップで技術の習得をさせるカリキ

ュラム構成を実施していくことも課題です。食育指導の充実や幼少期からの運動習慣

や生活習慣の改善、地域行事への参加など家庭、地域と連携した取組をさらに充実さ

せる必要があります。 

○　体力の向上については、市内各小中学校で実施した新体力テストの結果から、小学

校・中学校ともに体力の向上が見られました。しかし、依然として運動への取組の二

極化傾向が見られます。今後も学校・家庭・地域が一体となって、運動が好きで自ら運

動に親しむ児童生徒の育成を図るとともに、運動の楽しさや体を動かす心地よさを味

わえる授業の工夫をしながら体力を維持・向上させていく必要があります。 
○　休み時間や体育・保健体育の授業中はけがが発生しやすく、大きな事故に繋がりか

ねないため、児童生徒の危険を予測したり、回避したりする力を伸ばしていくととも

に、指導者の安全管理、安全指導についての知識や指導力を向上させていくことが必

要です。 
 

 
４　「すこやかな体」の育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校教育課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）
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◆指標 

○　指標としている、全国体力・運動能力、運動習慣等調査において「運動やスポーツを

することが好きである」と回答した児童生徒の割合は、令和５年度の基準値から小学

校では３.４ポイント上昇しました。中学校でも０．３ポイント上昇しました。これら

の結果の背景には、子供達のスマートフォンや携帯ゲーム機の所持率の上昇や運動へ

の取組の二極化によるものではないかと考えます。今後も、子供たちが運動から離れ

ることがないように、各組織と連携し、運動やスポーツに触れ、運動をする機会の確

保を行い、運動を楽しめる環境づくりに取り組みます。 
○　渋川市体力向上・健康元気アップ推進委員会は、市全体として取り組む方向性を明

らかにできる重要な場となっています。データから明らかになる課題に対し、それぞ

れの機関の取組に関連性をもたせるための工夫を重ねます。また、令和７年度の結果

から、学校や家庭、関係機関が連携した心身ともに健康で運動好きな児童生徒の育成

のための取組を啓発していきます。 

○　学校体育では自ら運動に親しむ運動好きで活力のある児童生徒の育成及び体を動か

す楽しさや心地よさを味わえる授業の実践に努めます。 

○　子供たちが地域の指導者が関わるスポーツクラブに参加したり、市の団体が取り組

んでいるスポーツ行事等に参加したりすることで、運動する機会の確保をしていきま

す。 

○　健康教育の充実については、自己の健康に関心をもち、健康の大切さを認識し、主

体的、協働的に活動できる児童生徒を育成するとともに、望ましい生活習慣の定着を

図る取組を充実していきます。併せて、児童生徒が危険を予測したり、回避したりす

る力や、指導者の安全管理、安全指導についての知識や指導力を向上させる取組を充

実していきます。 

 

○　指標となっている運動・スポーツへの好意を持つ児童・生徒の割合は高くなってお

り、いい結果と思います。体力も向上したとされる一方、「二極化」が指摘されていま

す。スマートフォン・ゲーム機等の所持率との関係も気になるところですが、これらの

因果関係の証明はなかなか難しいことですので、現に成果を挙げている取り組みをさ

らに充実させていただきたいと思います。 

 

 （３）　評価（今後の方向性）

 
指標名

基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10 年度)

 全国体力・運動能力、運動習慣等調

査において「運動やスポーツをする

ことは好きである」と回答した児童

生徒の割合（小５、中２）

８７.１％ ８８.０％

小５ 
９０．５％ 
中２ 
８７．４％

９０.０％

 （４）　学識経験者による意見
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　子供を取り巻く環境が急速に変化する中、予測困難な社会の変化に適応できる力を身

に付けさせることは不可欠です。学習指導要領の「生きる力」を育むという教育の基本

理念に基づき、一人一人の子供たちの多様性を尊重しつつ、多様な教育的ニーズ等に対

応した教育活動の推進を図っています。 

　特別支援教育の充実では、各校園の特別支援教育コーディネーターを中心に一人一人

の多様な教育的ニーズに応じた組織的な指導･支援体制の充実を図っています。個別の教

育支援計画や個別の指導計画の作成・活用・不断の見直しを行うとともに、支援計画・指

導計画を確実に引き継ぎ、支援の継続性の確保に努めています。また、共生社会の実現

に向けた交流及び共同学習を教育課程に位置づけ、推進しています。さらに、どの通常

の学級にも配慮を要する子供がいる現状から、教職員の特別支援教育に対する理解促進、

全校での支援体制づくり、合理的配慮の提供、通級指導教室における指導体制の充実を

図ります。 

　ＩＣＴを効果的に活用した教育活動の推進では、学ぶ楽しさを味わえる「主体的・対

話的で深い学び」の実現に向けた授業改善におけるＩＣＴの効果的な活用を推進してい

ます。授業づくりの研修及び児童生徒の情報リテラシーと情報活用能力の向上を図る指

導を行っています。 

　教育研究所の充実では、「授業保育改善研究部」、「学級経営研究部」、「特別支援教育研

究部」、「教育相談研究部」「社会科副読本部」を設置し、授業改善・教職員の資質向上を

図っています。また、教育支援センター「かけはし」教室（Ｒ７．４．１より名称変更）

では、様々な理由で学校に行きにくいと感じている子供たちが集団生活への適応、情緒

の安定、基礎学力の補充、基本的生活習慣の改善等、社会的自立をすることを目指して、

学校・家庭・関係諸機関との連携を図り、自立に向けた支援を行っています。 

英語学習の充実では、子供たちが国際的視野に立ち、積極的に異文化と関わり合い、

会話を楽しむためのコミュニケーション能力を高めるため、渋川グローバル・コミュニ

ケーション・デー（ＳＧＣＤ）を市内小中学校全校で、各校の実態や児童生徒の発達に応

じた内容で行っています。 

　教科横断的に取り組む多様な教育活動を充実させ、現代的な諸課題に対応して求めら

れる資質・能力を育成するために各教科での学習内容や学校行事等を有機的に関連付け

た指導を行っています。 

　各種指定等研究の推進・充実では、教職員の負担に配慮しつつ、授業場面における子

供の姿から授業を振り返る機会を設けます。　　 

 

○　管理職、特別支援教育コーディネーター、通級指導担当、学級担任、教科担任が連携

し、共通理解のもと個に応じた支援を行うことができました。一方で、通級による指

 
５　多様な教育的ニーズ等に対応する教育活動の充実　　　　　　　　　学校教育課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）



- 20 -

導を、対象児童生徒が所属する学級における指導に生かすこと、通級対象児童生徒の

増加に伴い、十分な指導機会を確保することに課題があります。 
○　学ぶ楽しさを味わえる「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて大型電子黒板

とＧＩＧＡスクール構想による端末の効果的な活用について、各学校で実践が進んで

います。主体的・対話的で深い学びを実現するために、ＩＣＴ機器を有効に活用して、

調べる、発表する、比較するといった活動とともに、協働的な学習による対話によっ

て自分の考えを広げたり、深めたりする活動を行うことができました。今後は、教科

等の特質に応じた効果的な活用、一人一人の教育的ニーズに応じた指導や支援のため

の活用を一層推進することが求められます。 
○　教育研究所における各研究部は主体性のある研修を行うことができました。一部の

研修では、研修の様子を録画し、いつもで見られるよう配信することで、多くの教職

員に研修機会を提供しました。不登校児童生徒の増加に伴い、教育支援センター「か

けはし」教室の役割が大きくなっています。教育研究所では、不登校またはその心配

のある市内在住の小中学生、高校生の子供の保護者を対象に「渋川子育てミーティン

グ」を年２回開催し、講師による講話だけでなく、保護者同士の交流の機会を提供し

ました。 
○　渋川グローバル・コミュニケーション・デー（ＳＧＣＤ）では、本年度も市内全小中

学校において学校や児童生徒の実態に応じ、意図的に小グループごとに実施すること

でコミュニケーションを図りやすくするなど内容を工夫して実施しました。 

【「ＳＧＣＤは楽しかった。」と回答した児童生徒数の割合】 

○　各種指定等研究については、研究成果の発表である授業の公開、参観をすることが

できました。研究を行った学校、参観をした教員双方にとって学びのあるものとなり

ました。さらに、渋川北中学校での各教科等の目標に迫る授業改善については、「各教

科等授業改善プロジェクト」において発表を行い、渋川北中学校での協働的な学習の

形態を工夫した深い学びの成果を県内へ周知することができました。 
○　部活動の地域展開については、課内での方針を検討する戦略会議や課題解決に向け

た検討委員会を実施し、改善策や意見を出し合い、今後の見通しをもったり、より具

体的な課題について共有したりすることができました。今後は、継続した検討委員会

や関係団体も含めた推進委員会を実施していくことと幅広く周知していくことが求め

られます。 

 

○　インクルーシブ教育の理念の実現に向けて、全教職員の特別支援教育について理解

の促進を図り、全ての子供にとって参加しやすい学級づくり、分かりやすい授業づく

りを目指します。また、特別支援教育コーディネーターを中心とした、一人一人の多

 年度 小学生 中学生

 令和６年度 ９９．０％ ９８．３％

 令和７年度 ９８．４％ ９９．１％

 （３）　評価（今後の方向性）
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様な教育的ニーズに応じた切れ目のない組織的な指導・支援体制の充実を図るととも

に、合意に基づく合理的配慮の提供を行います。 

○　ＩＣＴの効果的な活用について、全教職員が実践を通して検証していきます。ＩＣ

Ｔの活用を通して、身につけさせたい資質・能力の育成に向けた授業改善と教科等の

特質に応じたより効果的な活用について研究していきます。さらに、読みに困難があ

る児童生徒に対する使用教科書に関わる音声教材の活用など、障害による学習上また

は生活上の困難さを改善・克服するための活用を行います。 

○　教育研究所において、市、学校園、教職員が抱える教育課題の解決に資する研究部

として、「学びと集団づくり研究部」、「特別支援教育研究部」、「小学校英語教育研究部」、

「教育相談研究部」、「社会科副読本部」を設置し、研修の機会を設けます。また、研究

所では、園・学校・関係機関との連携を図った教育相談事業や教育支援センター「かけ

はし」教室を充実させ、学校や家庭と協力しながら社会的自立に向けた支援を継続し

ていきます。 

○　特色ある英語教育の推進として渋川グローバル・コミュニケーション・デー（ＳＧ

ＣＤ）の全校実施に加え、オンライン・ブレンディッド授業、海外遠隔授業、英語イベ

ントを実施し、実践的なコミュニケーションを図る機会を充実させていきます。 

○　教育実践研究会では、研修の内容を基にした授業を公開し、参観者同士で授業研究

を行い、子供の姿から授業改善の在り方を考えます。各校の研究の成果を基に各校の

主体的な取組を大切にしながら、学校の思いに寄り添った授業公開、授業づくりに係

る研究協議によって授業改善に結びつくよう実践研究会の運営を支援していきます。 

○　部活動の地域展開について、子供たちが様々なスポーツや文化芸術活動に親しみ、

子供も大人もみんなが喜ぶ持続可能な環境づくりのために、引き続き関係機関と連携

しながら地域展開・地域連携を進めていきます。 

 

○　特別支援教育の充実のみならず、ＩＣＴや英語教育関連など、先端的な取り組みを

多様に実施していることが高く評価されます。これら取り組みの充実が教職員にとっ

て過度の負担にならないよう注意しつつ、公教育に新機軸を導入する意欲を持続でき

れば、特色ある教育で知られる地域になることだろうと期待します。 

 

 （４）　学識経験者による意見
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　児童生徒数の減少や学校施設の老朽化の進行に伴い、こどもにとって望ましい教育環

境を実現するため、小中学校の適正規模・適正配置の推進が急務となっています。 

　平成１８年の合併から令和７年度までの間、本市では分校１校の閉校と小学校３校、

中学校１校の再編統合を実施し、一定の学校規模の維持を図ってきました。しかし、令

和７年度時点で、小学校は１４校中２校が過小規模校、１０校が小規模校、また、中学

校は全てが小規模校となっており、依然として適正規模の実現には至っていません。 

　このような状況を鑑み、未来志向で再考した本市にとってのあるべき学校像の実現の

ため、全市的な視点で小中学校の適正規模・適正配置及び小中学校の在り方の検討を推

進しているところです。 
 

○　本市における小中学校の望ましい規模及び配置等について検討、協議するため、学

識経験者や地域、保護者の代表等を構成員とする外部検討委員会を設置しました。令

和５年度の教育部内検討委員会や令和６年度庁内検討委員会で整理した市の考え方を

踏まえつつ、「渋川市立小中学校適正規模・適正配置基本方針（以下、「基本方針」とい

う。）」策定に向け、庁内検討委員会及び庁外検討委員会において様々な視点・専門的

知見等から議論を重ねました。 

○　基本方針の策定に当たっては、実態に即した適正規模とするため「教員アンケート」

を実施したほか、市民意見公募の実施など、聴取した意見等を反映するよう努めまし

た。 

○　適正規模・適正配置推進の基本的な考え方を示し、具体的な配置や施設整備の方策

等を定める個別計画の土台としての基本方針を策定し、教育委員会及び議会全員協議

会で報告しました。 

【推進プロセス】 

 

○　基本方針の内容を踏まえ、具体的な適正配置の方策等や時期を整理した「渋川市立

小中学校適正規模・適正配置基本計画」を策定します。 

○　学校規模の適正化等の検討は、第一義的には児童生徒の教育の質の維持を目的とす

るものですが、学校が地域コミュニティの核としてこれまで担ってきた様々な機能を

 
６　小中学校適正規模・適正配置の推進　　　　　　　　　　　　　　　教育総務課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）

 段階 項目 内容 年度
 ステップ１ 基本方針の策定 基本的な考え方の明示 令和６～令和７
 ステップ２ 基本計画の策定 具体的方策の明示 令和８
 ステップ３ 基本計画に基づく推進 再編統合等の実施 令和９～

 （３）　評価（今後の方向性）
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考えた場合、地域や保護者等も含め様々な関係者に影響を与えます。このことから、

基本計画の検討においては、これまでに実施したアンケート等による意見聴取の結果

を踏まえつつ、新たに説明会や懇談会、アンケートなど様々な形で関係者への情報提

供や対話を行い、十分な理解や協力を得ながら丁寧に進めます。 

 

○　全国的に重い課題となっている問題です。慎重に定めた基本方針の段階から、具体

的な計画、さらには実施に進むわけですが、これまで通りの丁寧な説明と意見聴取を継

続することが大事だと思います。また、本来は「適正規模・適正配置」について、全国

一律的な数値基準が常に適切とは限りません。変化に富む自然や社会を抱える地域に

は考え方のレベルからの柔軟性も必要かと思います。この難しい調整の際にこそ、この

地域を知悉した教育行政の手腕が生かされると期待します。 

 

 （４）　学識経験者による意見
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学校施設は、昭和４０年代以降の児童生徒の急増期に建設されたものが多くあり、古

い建物では昭和３０年代に建設されたものもあることから老朽化が進んでおり、施設の

修繕改修を計画的に進める必要があります。　 

　そのような状況も踏まえ、施設を長く安全に使い続けるために、設備の更新や施設の

改修工事を行っています。また、地球温暖化に伴う気温上昇による児童生徒の熱中症予

防及び良好な学習環境を確保するため、小学校の特別教室へのエアコン設置を進めてき

ました。 

学校施設は、児童生徒の学習・生活の場であるとともに、風水害や地震等の災害の発

生時には地域の避難所として利用することが想定されており、市民の安全・安心におい

ても重要な役割を担っています。こうした施設の役割も踏まえ、環境整備に取り組んで

おり、屋内運動施設への空調整備についても研究を進めています。 
 

○　児童生徒の熱中症予防及び良好な学習環境の確保を図るため、各教室にエアコン整

備をしました。小中学校の普通教室と中学校の特別教室への整備は、令和元年度まで

に、小学校の特別教室は、令和７年度までエアコン設置を完了しました。 

【小学校特別教室等空調設備整備済】 

○　感染症予防や汚臭解消を目的としたトイレ環境を改善するため、便器の洋式化、乾

式化、配管更新などトイレの全面的な改修を行い、快適な教育環境の整備を進めます。 
 
【小学校トイレ改修済】 

○　老朽化が進んでいる学校施設については、施設を長く安全に使用するための改修や

補修など、財政負担の平準化を踏まえ、優先順位を整理する必要があります。 
○　プールの老朽化が課題となっており、修繕費が膨大になることから、比較的小規模

な学校のプールが使用できなくなった場合は、他校等のプール利用としています。 

○　屋内運動施設への空調整備について、様々な方法があり効果的な手法の研究を進め

ていますが、費用が多額となるため、整備時期については、学校の適正配置を確認し

 
７　学校施設の整備・充実及び長寿命化の推進　　　　　　　　　　　　教育総務課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）

 年度 学校名
 

令和４年度まで
７校：伊香保小学校、小野上小学校、古巻小学校、豊秋小学校、長尾小学校、 

渋川北小学校、橘小学校
 令和５年度 ３校：渋川南小学校、金島小学校、橘北小学校
 令和６年度 ２校：渋川西小学校、中郷小学校
 令和７年度 ２校：三原田小学校、津久田小学校

 年度 学校名
 令和４年度まで ６校：古巻小学校、金島小学校、三原田小学校、橘小学校、橘北小学校、　　　

渋川西小学校　

 令和５年度 －
 令和６年度 １校：渋川北小学校
 令和７年度 －
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ながら検討する必要があります。 
 

○　便器の洋式化、乾式化、配管更新などトイレの全面的な改修を行い、快適な教育環

境の整備を目指します。 

○　施設の安全性、機能性を確保するため、改修や補修については継続的に実施してい

きます。また、緊急性がある事案については、随時対応を行います。　 

○　施設改修については、空調設備の更新や便器の洋式化を含むトイレ改修工事など、

今後も長く安全に使用することができるよう工事を計画的に進めて行きます。また、災

害発生時の避難所となる事が予想される屋内運動場への空調機器の設置についても学

校適正配置の協議と一緒に検討を進めます。 

 

○　学校生活の安全と健康確保に対する設備面での対応は現代における急務になってい

ますが、着実に進んでいるようです。避難所として使用する場合等も勘案して整備する

ことも大事になってきました。学校配置の適正化が結果的に避難所の廃止になったり

しないのか等々、関連して考えるべきことが増えています。市域全体のマスタープラン

を常に念頭に置きつつ整備実施に当たることが大事だと思います。 

 

 （３）　評価（今後の方向性）

 （４）　学識経験者による意見
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　本市の通学バスは、遠距離を通学する児童生徒の通学利便を図るために、市内１８路

線を運行しており、令和７年度は４３７人の児童・生徒が利用しました。 
　なお、通学バスの運行は業務委託により行うことで安定した運行と安全性を確保して

おり、委託期間を３年間とし、利用対象児童生徒数や学校数の変更による路線経路、バ

スの規格の見直し等に柔軟に対応できるようにしています。 
　また、路線バス運行がある渋川伊香保線及び行幸田団地線の２路線の利用者（渋川西

小・渋川中・渋川北中）には、規定により遠距離通学費として定期券の全額を助成してい

ます。 

　これらの交通手段の確保が、遠距離通学者の安全・安心な学校生活を支える基盤とな

っています。 

　　 

○　一部地域のみ市町村合併前の通学バス利用基準を特例として認め、距離基準に満た

ない児童生徒の通学バス利用を許可していましたが、令和５年度に「通学バス条例」

の一部改正を行い、令和６年度からは統一基準にしています。特に問題も無く、安定

した運行ができました。 

○　通学バス利用距離基準に満たない児童生徒において相当な理由がある場合は、通学

バス利用について、個別に協議をしています。 

○　「渋川市通学バス運行管理マニュアル」により、緊急時には、委託業者、児童生徒そ

の保護者、学校と情報を共有しています。 

○　通学バスの適正な運行は、児童生徒の居住地や利用者数に応じて検討しています。 

○　通学バスの安全な乗降場所の調整や、安定した運行のための、時刻表の調整を行い

ました。 

 

○　通学バスの運行は、児童生徒の安全安心を第一に考え、安定した運行を確保してい

きます。 

○　児童生徒がより安全に通学バスを利用できるように、通学バスの乗降場所について、

学校や保護者と日常的に点検し、委託業者も含め調整していきます。 

○　通学バスの児童生徒の利用状況に応じ、安全を確保した上で路線等の見直しを検討

していきます。 

○　児童生徒の安全安心、教育の機会均等を図るために必要な通学支援について、引き

続き研究していきます。 

 

 
８　児童生徒の通学支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育総務課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）

 （３）　評価（今後の方向性）
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○　多くの路線で４００人以上の児童・生徒の通学を支えた重要なインフラであること

がわかりました。また、安全性等の利用基準についても問題なく運用できたことが高く

評価されます。群馬県域のようないわゆるクルマ社会においては、運転免許取得不可で

ある年齢層の移動を工夫しなければなりません。大人であれば個人で対応可能な動

線・生活域であっても、そのまま子どもにも適用する場合には、何らかの援助が必要と

なります。通学支援がこうした必須インフラであり、学校配置によっては今後さらに重

要になってくることについて大方の理解を得て、費用負担のあり方なども検討してい

くことが必要かと思います。 

 

 （４）　学識経験者による意見
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　安全安心な学校給食を安定して提供し、適切な栄養の摂取による健康の保持増進をは

かることなどを目標とする「学校給食法」に基づき、計画的に施策を展開しています。　　　 

３つの学校給食共同調理場から市内全小中学校へ配食し、一部の食物アレルギーに対

応した学校給食を提供しています。 

　旬野菜や可能な限り地元食材を使用し、また、各地の郷土料理を取り入れるなど献立

を工夫し、食育の推進を進めています。 

　平成２９年度から市内小中学校の学校給食費完全無償化を継続しています。 

 

○　農家数の減少に伴い、野菜の出荷量にも影響がでており、安定した地場産野菜の確

保が課題となっています。 

学校給食における地場農産物使用率は、令和６年度まで年々減少傾向にありました

が、令和７年度には若干ではありますが、前年度を上回ることとなりました。 

【学校給食における地場農産物使用率（品目ベース）】 

○　上記の使用率に反映されるものではありませんが、地元の農業協同組合及び米飯な

ど学校給食用基本物資を学校へ納品している県学校給食会へ直接依頼をし、令和５年

度から渋川市産の米を主食として、全小中学校へ提供しています。令和７年度も３月

中の約３週間、提供することができました。 

○　児童生徒の食や食材への関心に繋がるよう、食育の一環として、行事食や郷土料理

を積極的に献立に取り入れ、学校給食を通じて、料理の由来、その地域の伝統的な食

文化や特産物について指導を行いました。また、献立表だけではイメージしにくい郷

土料理など、保護者が一目で献立内容が分かるよう、市ホームページにおいて、給食

の写真を添付した献立カレンダーを令和４年度の開始から継続しています。 

○　アレルギー対応食（８品目）について、保護者の意見を基に、教育総務課と学校で協

議し、中学生に対する運用方法を令和５年度から変更し、個別のアレルギーを対象に

しています。 

○　渋川市南部学校給食共同調理場調理配送等業務委託及び渋川市東部学校給食共同調

理場調理配送等業務委託３年契約中の２年が経過しました。学期に１回の業務の実施

状況確認を行うなど、適正な事務執行になるよう連携協議を行いました。 

○　家庭でのバランスのとれた食事の提供増加を目指し、学校給食メニューのレシピを

市ホームページへ掲載する事業を令和６年度から開始し、令和７年度までに２２件の

レシピを公開しています。 

 
９　学校給食の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育総務課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）

 年度 渋川産(前年比) 県内産(除渋川)(前年比) 県外産

 令和５年度 17.4％（△1.3％） 19.8％（△0.2％） 62.8％

 令和６年度 16.5％（△0.9％） 17.4％（△2.3％） 66.1％

 令和７年度 17.8％（　1.3％） 20.2％（　2.8％） 62.0％
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○　令和７年度は、学校給食費無償化事業として、約３億１千６百万円公費負担をしま
した。これは、渋川市の子育て世帯の可処分所得を増加させたことになり、教育への
投資や生活の質向上、将来の資金計画など家計の選択肢を増やすことができました。 

 

○　地場産の野菜については、出荷量等の減少により、給食調理場が希望する量を安定

的に確保することが困難な状況であるため、野菜以外の地場産物（米等）を学校給食

に使用できないか関係機関に働きかけるなど、地場産使用率の向上に取り組みます。 

○　アレルギー対応食の実施内容の見直しについては、学校関係者との十分な協議・調

整の上引き続き研究していきます。 

東部調理場アレルギー対応食の対象食品は、特定原材料７品目から開始し、令和７年

度から「くるみ」が追加され８品目となりました。今後、令和１０年度から「カシュー

ナッツ」が加わることで、９品目となります。 

○　調理配送等業務委託について、令和８年度は、南部調理場及び東部調理場の２調理

場の３年契約の３年目です。定期的に発注者、受注者とで確認する仕組みに基づき、

改善に努めていきます。なお、令和９年度以降の運用に向けた次期契約締結事務を令

和８年度中に進めます。 

○　市ホームページレシピ公開のアンケート回答を参考に、市民要望等に応えながら多

くのレシピ公開を目指します。 

○　令和８年度から国制度として、小学校児童に係る給食費の抜本的負担軽減が開始さ

れますが、小学校児童給食費の不足分及び中学校生徒給食費について、引き続き学校

給食費無償化事業を継続し、全額公費負担とします。 

 

○　令和７年度は、地場産食材の減少傾向に歯止めがかかったようです。一部の都市化

等により当該地域の農産物の生産量・出荷量自体が減少している場合などでは、地場産

食材の使用にも一定の限界があることはやむを得ないと思います。とはいえ報告にも

言及されている令和５年度からの米導入のような工夫を凝らし、可能な限りでの取り

組みを今後も期待します。 

○　給食費の無償援助について敬意を表します。国制度による負担軽減が始まるとはい

え地方財政も厳しき折ですが、事業継続の方針とのことで、素晴らしいと思いました。 

 

 （３）　評価（今後の方向性）

 （４）　学識経験者による意見
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Ⅱ　生涯学習の推進 

 

 

　平成３０年度に策定した第２次渋川市生涯学習推進計画の「ふるさと渋川を愛する人

づくりのための生涯学習活動の推進」を基本理念とし、生涯にわたって自ら学び、郷土

を愛し、地域社会に参画する人づくりに取り組んでいます。学習情報及び学習機会の提

供、指導者の養成を図るとともに、社会教育関係団体や自治会等の生涯学習活動を支援

するなど、市民主体の生涯学習活動を推進しています。活動の担い手確保や育成は重要

な課題となっています。 
 

○　「しぶかわ市民教育の日事業（通称「まなびの日」）」は、例年開催会場としていた渋

川市民会館の改修工事のため、渋川市役所第二庁舎にてパネル展示を行いました。市

内で行われている多様な学びの活動を来場者へ周知する機会を提供しました。 

○　「生涯学習推進指導者養成講座」は、令和６年度から初級編と中級編を隔年開催と

したため、令和７年度は中級編のみ開催しました。近年受講希望者が減少しているた

め、公民館に依頼するなど地域での活躍を希望する人材の確保を進めると共に、事業

の有効性について引き続き検討します。修了生の活動サポート事業として取り組んで

いる「生涯学習推進指導者～楽しく学ぶ～ふるさと再発見隊」略して「ふるさと再発

見隊」は、令和８年度に３回連続の講座の実施を目指して活動しています。 

○　郷土の発展に尽くした偉人や本市の特色ある出来事等を顕彰する「ふるさと渋川再

発見事業」は、これまでの展示の集大成となる「渋川郷学　５人の師匠たち展」を開催

しました。展示終了後は展示パネルを小中学校で巡回するとともに、内容を再編集し

たＰＤＦを渋川市ホームページ上で公開し、多くの人に先人の業績を周知することが

出来ました。 

○　ボランティア講師が市民主催の学習会等で講座を行う「生き活き楽習」はメニュー

数を増加しました。実施数は前年度を下回ったものの、参加者人数は増加しており、

多様な分野の学びを市民に提供するとともに、講師が自身の経験や学習成果を生かし

て社会貢献を実感する機会の確保につながりました。引き続き事業周知と市民ニーズ

に応じた事業展開を図る必要があります。 

　○　「社会教育委員会議」では前年度に引き続き公民館と行政センターの統合方針につ

いて調査・研究のうえ意見聴取を行い、『公民館と行政センターの統合に向けた「社会

教育のあり方」について』としてまとめたものを令和８年３月の定例教育委員会に提言

することができました。「生涯学習推進協議会」では、市の生涯学習施策に対する意見

を発言しやすくするため、協議会委員によるグループ別の意見交換を実施するなど、会

議の進行を見直しました。「生涯学習推進員等研修会」は自治会の生涯学習推進担当者

 
１　自ら学ぶ意欲を培う意識啓発と市民参加の促進　　　　　　　　　　生涯学習課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）
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や生涯学習推進協議会委員が出席し、「しぶかわ出前講座」について、受けたくなる講

座にするためのアイデアを意見交換会形式で話し合いました。 

【実施状況】　 

　 

◆指標 

○　指標としている「生涯学習推進指導者養成講座修了者数」は、中級編を実施し３名

が修了しました。令和８年度は初級編実施年であるため、公民館を通じて市民の参加

を広く募ることと、過去の未修了者に参加を働きかけるなどして修了生の増加を目指

します。 
○　指標としている「出前講座開催回数」は目標値を下回ったものの、市民の関心が高

いテーマが講座メニューにあったことで数多く開催することができました。今後も事

業周知と併せ、市民のニーズや市政、地域の課題などに対応した講座を提供できるよ

う関係所属等と連携してメニューの開発更新に努めます。 
○　「しぶかわ市民教育の日事業（まなびの日）」は、令和８年度は例年どおり開催する

予定です。事業開始から２０年を経過することから、今後の方向性等を検討していき

ます。 
○　所管する各種会議や委員会、社会教育関係団体の在り方や、それに関係する取組に

ついては、委員や参加者の意向を尊重しつつ負担軽減を図るため実施手法等の再考に

務めます。 
  

 年度 令和５ 令和６ 令和７

 
「まなびの日」事業

来場者数（人） 669 497 -

 関連事業登録数（件） 62 27 25

 
出前講座

メニュー数（件） 57 57 57

 実施数（件） 39 68 65

 参加者数（人） 1,048 1,923 1,604

 
生き活き楽習

メニュー数（件） 33 28 32

 実施数（件） 13 18 17

 参加者数（人） 416 346 398

 生涯学習推進指導者養成講座 修了者数（人）
初級編 3 
中級編 4

初級編 5 中級編 3

 
生涯学習推進員等研修会 参加者数（人） 33 31 30

 （３）　評価（今後の方向性）

 指標名 基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10 年度)

  
指導者養成講座  

延べ修了者数 
６７人 ７１人 ６９人 ８７人

  
出前講座開催回数 ３９回 ７０回 ６５回 ８０回
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○　開催方法が前年度と異なった「まなびの日」は別として、他の指標は、一部に増減が

あるとはいえ、おおむね堅調に推移したと見ました。広義の生涯学習の手段が多様化し

ている世情にあっては、十分に定着し、安定化していると思います。ただし、参加者の

年齢層には注意を払い、内容の一部更新等を不断に検討するといいと思います。 
 

 

 （４）　学識経験者による意見
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　本市では、市民憲章の一つに「芸術を育み　文化を伝承し　教養を深めます」を掲げ、

市民一人ひとりの豊かな感性と生きる力を育むまちづくりを推進しています。市民の文

化活動の成果発表の場として渋川市文化協会を中心とした「市民総合文化祭」を開催し

ているほか、地域資源を生かして、特色ある文化・芸術事業の実施に取り組んでいます。 

 

○　「市民総合文化祭」展示部門では、市立幼稚園・こども園から出展を募り、幅広い世

代の作品出展と鑑賞につながりました。また、文化協会員による体験コーナーの種類

を増加し、来場者に対して、より多くの体験機会を提供することができました。演技

部門では、担い手不足のため開催が困難となりつつあった歌舞伎発表会が、上三原田

の歌舞伎舞台の操作伝承イベント内で上演することにより、安定して開催することが

できるようになりました。しかしながら、一部の分野において出演者が大きく減少し

ており、今までの方法では発表会を開催することが困難になりつつあります。日頃の

成果の発表機会及び芸術文化の鑑賞機会を確保するため、演技発表会の開催方法につ

いて、検討が必要です。 
○　「全国創作こけし美術展in渋川」は通算３１回目を迎えました。出展作家が令和６

年度から９人増え、会期中は複数の作家が在廊し、多くの来場者との交流につながり

ました。令和６年度に引き続き、来場者アンケートに回答した方に抽選で創作こけし

をプレゼントする企画が好評でした。創作こけし絵付けコンクールと絵付け体験につ

いて、事業を継続して実施するため、参加者負担金５００円を徴収することにより、

参加者数は若干の減少したものの、事業の継続性を確保しながら、伝統文化の普及啓

発を図ることができました。 
○　市内中学校３年生が能を鑑賞し、本物の醍醐味を味わう「しぶかわ能」は、楽器説明

や中学生の能面着用体験を行い、一般観覧者からも高い関心と好評を得ることが出来

ました。　 
○「渋川子ども歌舞伎」は、教室の卒業生が指導者として参加し、学びの循環が図られて

います。伝統文化である歌舞伎の普及及び後継者の育成支援について、参加者の確保・

拡大に向けた取組を継続して行く必要があります。 
○　「渋川バンドフェスティバル」は通算３１回目を迎えました。参加団体の日頃の成

果発表の場であるとともに団体相互の交流を深める機会としています。多数の一般観

客の来場もあり、音楽イベントとして市民に定着したと考えます。また、部員数の減

少により単独での参加が困難な高等学校が合同チームとしての出演がありました。合

同チームは今後の活動継続に向けた有効な選択肢の一つとして考えられます。 
○　「三国脇往還白井宿彌酔の句会」では、従前は一人１句としていた投句数を２句ま

で可能としており、今年度もほとんどの参加者が２句投句を行い、投句数を維持する

 
２　文化･芸術に親しむ機会の充実と活動の振興　　　　　　　　　　　 生涯学習課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）
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ことが出来ました。 
○　文化協会は加入団体・会員数が年々減少しています。会員の中には、青少年に対す

る文化活動の体験教室を実施している団体もおり、会の維持継続のための支援ととも

にこうした取組みへの支援、奨励が重要と考えます。 
○　文化・芸術への興味や関心、鑑賞や活動への意欲を高めるため、市ホームページや

ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）、その他の媒体を活用し、文化・芸

術事業の開催情報の随時・適時発信に取り組みました。 
【実施状況】 

 

　◆指標 

○　指標としている「市民総合文化祭参加団体数」は目標値に達しませんでした。文化

協会と連携し、内容の充実に取り組むとともに、展示部門の発表である総合作品展の

開催にあたっては、引き続き文化協会加入団体のほか一般公募、市内高等学校や障害

福祉サービス事業者等への働きかけにより広く募集を行い、新たな団体の参画を促進

 年度 令和5 令和6 令和7

 市民総合文化祭 発表・出展者数（人） 1,408 1,292 1,526

 
全国創作こけし美術展 

in渋川

出展者数（人） 45 44 44

 出展数（品） 127 120 129

 来場者数（人） 1,593 1,554 1,149

 
しぶかわ能

中３生参加者数（人） 624 582 557

 一般観覧者数（人） 101 151 72

 
渋川子ども歌舞伎

参加者実人数（人） 8 7 8

 練習回数（回） 12 9 12

 発表回数（回） 1 2 2

 

渋川バンドフェスティバル 参加団体数   

15 団体 

内訳 

   小学校 5       

中学校 7 

高校   2 

一般   1

14 団体 

内訳 

小学校 4  

中学校 6  

高校   3 

一般   1

15 団体 

内訳 

小学校 4 

中学校 6 

高校   4 

一般   1

 

三国脇往還白井宿 

彌酔の句会

句会 　　　　参加者数（人） 

投句数（句）

73 

73

71 

134

73 

140

 小・中・高校生の部 

作品集投句数（人）
2,611 2,949 2,447

 俳句教室　　実施校数（校） 

参加児童生徒数（人）

3 

252

4 

257

6 

329

 （３）　評価（今後の方向性）

 指標名 基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10 年度)

  
市民総合文化祭  
参加団体数 １４６団体 １５０団体 １３５団体 １６８団体
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し、参加団体数の増加を目指します。 

○　本市の特色ある文化事業を継続して実施し、文化芸術を身近に触れる体験、鑑賞機

会を提供していきます。 

○　庁内関係所属や文化協会等と連携し、様々な機会を捉えて文化・芸術活動の魅力を

伝え，文化を大切にする心を育成します。 

 

○　こちらも、余暇の過ごし方や娯楽の選択肢が多様化していく中で、自治体が主催す

るイベントが参加者確保に苦労するのは全国的な現況であり、そうした状況下では健

闘していると思います。ただ、評価の視点等について率直かつ適切な指摘も書かれてい

ますので、団体数のみから視野を広げ、さらに分析・検証をしていただければと思いま

す。 
 

 （４）　学識経験者による意見



- 36 -

 

　青少年の健全育成と非行防止、被害防止を図るため、渋川市青少年センター条例によ

り青少年センターを設置し、４つの柱「補導活動」「相談活動」「環境浄化活動」「健全育

成啓発活動」に取り組んでいます。 
青少年育成推進事業では、青少年育成推進員による青少年の被害・非行防止啓発活動、

子どもたちが助けを求めたときに保護や世話をする「こども安全協力の家」事業、中学

生による「少年の主張渋川市大会」などを実施しています。また、高校生の健全育成と高

校生の力を活力あるまちづくりに生かすことを目的とした「市内高校生連携事業」、新は

たちを祝い励ますとともに地域社会の一員であることの自覚を促す「はたちを祝う会」

開催等により青少年の見守りと育成支援に取り組んでいます。 

 

○　補導活動は、補導員による声掛けなど地道な見守り活動を実施しており、非行・犯

罪抑止や被害防止、地域の大人に見守られているという安心感につながっていると考

えます。補導員の安全面にも十分配慮し、安心して活動に取り組める環境作りを進め

る必要があります。 

○　相談活動では、青少年相談のチラシを小・中・高校生へ定期的に配布するなど悩ん

だり不安に思っていることがあったら一人で抱えること無く相談してほしいというメ

ッセージを伝えています。相談内容が多岐に渡ることから、関係機関へつなぐなどの

連携、情報共有が重要となっていますが、相談件数は減少傾向です。 

○　青少年育成推進事業では、中・高生を対象に「おぜのかみさま」県民運動をメインと

した青少年の非行・犯罪被害防止の啓発を行っています。子どものインターネット利

用に係る犯罪被害防止のため、引き続きペアレンタルコントロール※の啓発推進が必

要です。 

※ペアレンタルコントロール･･･情報通信機器の利用を親が監視して制限する取組のこと 

　「少年土曜教室」は、令和６年度まで長年継続していた３部制の体験活動から、内容を

見直したことから、対象人数及び実績人数は減少しましたが、事業内容の充実や新たな

体験機会の提供につながりました。 

○　青少年育成推進員は各自治会から推薦を受けて委嘱していますが、自治会において

も担い手確保が課題となっていることから、各自治会の実情に応じ必要人数の検討を

行った上で推薦をしてもらうこととしたため、令和８年度に新たに委嘱する推進員人

数は減少見込です。 

○　「こども安全協力の家」は、子どもたちの安全確保や地域に見守られているという

安心感、並びに市民全体の安全への意識向上につながっていると考えます。しかし、

登録者の高齢化や周辺に子どもの往来が少なくなったなどの理由による辞退が近年増

えており、登録件数は減少傾向となっています。 

 
３　青少年の健全育成の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生涯学習課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）
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○　「はたちを祝う会」では、新たな取組として、令和７年度に市公式ＬＩＮＥを活用し

た受付や、配布物のデジタル化を行い、受付における待ち時間の短縮や手荷物の軽減

等効率化を図りました。また、協賛を募集し、市をあげて新はたちを祝う気持ちの醸

成と、新はたちが地域から応援されているということを実感し、地域貢献の心を育む

きっかけづくりとなるとともに、企画費の削減につなげました。 

○　市内高等学校及び特別支援学校との「高校連携推進会議」を開催し、情報交換や意

見交換を通じて、高校生を対象とした市の取組紹介や協力依頼等を行いました。「市内

高校ほっとな情報掲示板」や市公式ＬＩＮＥの「渋川市内高校情報」にて各校が実施

する特色ある活動や魅力等を発信しました。 

○　高校生の放課後自習室「すたでぃばんく」及び学生みんなの自習室「インすたでぃ

ほーる」は多くの高校生等の利用があることから、快適で安全な学習の場の提供に努

めるとともに利用者ニーズを踏まえた適切な運営を継続する必要があります。 

【実施状況】※相談活動＝電話、面接、メール、LINE。LINE相談はH31.2月開始、土曜日の電話相談はR3.3月終了 

 

○　青少年の健全育成を図るため、引き続き、学校・家庭・地域、関係機関と連携し、非行

防止・被害防止に努めることで、青少年が安心して過ごし学ぶことができる環境づくりを

推進します。 

○　青少年が自ら考え行動する力を育むとともに社会貢献への意欲を培う機会となるよう、

生涯学習活動への参加促進や青少年が積極的に参加できる生涯学習活動を推進します。　 

 

 年度 令和5 令和6 令和7

 
補導活動

実施回数（回） 174 182 183

 　　声かけ数（人） 1,604 1,968 2981

 
相談活動

　　総数（件） 41 17 6

 うちLINE相談数（件） 30 13 1

 
有害図書類回収

本回収数（件） 144 101 44

 DVD回収数（件） 145 33 14

 
はたちを祝う会 

対象者数（人） 710 702 609

 参加者数（人） 549 554 480

 参加率（％） 77.3 78.9 78.8

 運営委員数（人） 16 19 18

 少年土曜教室 参加者数（人）
 

211 
 

264 30

 こども安全協力の家 登録件数（件） 713 685 655

 
高校生の放課後自習室 

「すたでぃばんく」 

平成28年3月28日開室

開室日数（日） 307 306 303

 利用者延べ人数（人） 10,546 9,426 9,166

 市内在住者割合（％） 27.8 31.5 24.5

 運営委員数（人） 11 5 4

 学生みんなの自習室 

「インすたでぃほーる」 

　　令和元年7月19日開室

開室日数（日） 362 362 363

 利用者延べ人数（人） 9,939 10,089 10,457

 市内在住者割合（％） 69.1 62.7 60.5

 （３）　評価（今後の方向性）
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○　少子化社会の中にあって、青少年の存在は地域の宝ともいえ、その健全な育成が重

要になっています。一方では犯罪等に巻き込まれる危険性が増しているところです。地

域ぐるみで青少年の育成を企図し、地域社会の一員としての自覚を促す諸事業の進展

を期待しています。 
 

 （４）　学識経験者による意見
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　地域の未来を担う人材の育成を図るとともに、地域住民相互の連携を深め、地域なら

ではの魅力を次世代へ継承する地域づくりにつなげるため、学校を核とした地域づくり

の推進に取り組んでいます。 

 

○　「放課後子ども教室」は、日本の伝統文化や音楽活動、英会話などに精通した地域人

材の協力を得て、多くの児童に多様な学習体験の機会を提供しました。参加児童から

は、好意的な感想が寄せられ、意欲の向上にもつながりました。地域人材にとっても

児童との交流を楽しみながら活動している様子がうかがえ、子どもと地域人材双方に

とって有意義で心豊かな学びの場になっています。 

○　コミュニティ・スクールを導入した全学校区に地域学校協働活動推進員を配置しま

した。推進員の活動として、学校行事や授業支援、通学路の除草作業等における協力

者との調整、地域の祭りなど地域住民との交流行事への児童生徒の参加調整など幅広

い報告がされました。地域学校協働活動を推進するためにも、当該推進員は学校と地

域をつなぐコーディネ―ターとして重要な役割を担っており、その役割や活動内容に

ついてより一層、認知度を高める必要があります。 

【実施状況】 

　　 

　◆指標 

 

○　指標としている「地域学校協働活動推進員の委嘱人数」は目標値を達成しました。 

引き続き、地域と学校をつなぐ架け橋となる人材を推進員として委嘱し、地域学校協

働活動の継続的な実施を目指します。 

○　地域の子どもは地域全体で育てるという意識の醸成を図るとともに、活動への参加

 
４　学校を核とした地域づくりの推進　　　　　　　　　　　　　　　　生涯学習課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）

 年度 令和5 令和6 令和7

 

放課後子ども教室

実施校数・室数 14 校 15 室 14 校 15 室 14校 15室

 実施延べ回数（回） 162 190 182

 参加児童実人数（人） 236 242 249

 講師実人数（人） 25 25 32

 
地域学校協働活動推進員 

設置状況

推進員を配置した 

学校運営協議会数（校区）
6 18 18

 推進員委嘱人数（人） 9 20 22

 推進員延べ活動時間（ｈ） 149.5 359.5 339.5

 （３）　評価（今後の方向性）

 指標名 基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10 年度)

   地域学校協働活動推  進員の委嘱人数

  ９人 
  ２１人 

  ２２人 
  ２３人 
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が自身のやりがいや生きがいづくりにつながり、さらには持続可能な地域づくりにも

大変効果が期待されることから本取組みの市民へ周知の啓発に努めます。 

 

○　実はかつての時代のほうが、学校が地域社会の中心拠点の一つとして重要だったか

もしれません。今日ではコミュニティ・スクールなどの新機軸で改めて学校と地域のつ

ながりを重視するようになっています。難しいのは担い手確保と負担感の問題かと思

いますが、市民の理解の促進を期待します。 

 

 （４）　学識経験者による意見
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社会情勢の変化とともに、新たに生じる人権問題や、依然として存在する様々な人権問題

について、「渋川市人権教育・啓発の推進に関する基本計画」に基づき、渋川市人権教育推

進協議会３分科会（学校教育部会・社会教育部会・広報部会）を中心として教職員や児童・

生徒、市民を対象とした人権教育・啓発に取り組んでいます。また、人権教育集会所（３

か所）の維持・管理を行い、その活用を図っています。 

 

○　小学校５年生保護者に対して毎年実施している「人権意識調査」では、人権や人権　　　　

教育を「非常に大切」または「大切」と認識している人が令和７年度も９割を超えてお

り、人権意識の高さが伺えます。学校で重点的に取り組んで欲しい人権課題として昨

年度同様に「インターネットによる人権侵害」が最も多く選択されました。学校にお

ける人権教育の一層の充実とともに、教職員や保護者が人権について学べる機会の提

供や、人権に関する相談体制の充実を進めていく必要があります。 

○　「人権尊重ポスター」は市内小学校６年生と中学校２年生、高校生及び特別支援学

校の生徒の希望者から募集しています。児童生徒の人権尊重意識の向上を図る機会と

なっていると同時に、作品からは児童生徒がどんな人権問題に関心があるのかを把握

する機会になっていると考えます。例年優秀賞以上の作品を活用し、人権教育啓発カ

レンダーを作成していますが、令和７年度より毎戸配布から配布方法を見直し、全児

童生徒と希望する市民へ配布を行いました。 

○　市民向けの啓発は「障害のある人と人権」、教職員への啓発は「子どもの人権」をテ

ーマとして講演を行い、人権に対する理解と大切さを改めて認識する機会となりまし

た。今後も効果的な啓発方法を検討していく必要があります。 

【実施状況】 

 

　◆指標 

○　指標としている「市内小学校６年生及び中学校２年生を対象とした人権尊重ポスタ

ー応募率」は目標値に達しませんでした。主に夏休みの課題として取り組まれること

 
５　共生社会における人権教育の推進　　　　　　　　　　　　　　　　生涯学習課　　　　　　　　　　　　　　　

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）

 年度 令和5 令和6 令和7
 人権ポスター応募数（人） 831 897 731
 人権教育講演会参加者数（人） 96 109 107
 映画と講話の会参加者数（人） 48 47 57

 （３）　評価（今後の方向性）

 指標名 基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10 年度)

  
市内小学校６年生及び中
学校２年生を対象とした
人権尊重ポスター応募率 

７４．９％ ８４．５％ ６８．７％ ８５．２％
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が多い中、近年の学校における夏休みの課題の見直しや負担軽減の影響が考えられま

す。今後はより多くの生徒・児童が応募しやすい実施方法や周知方法を検討します。

引き続き、学校や関係機関と連携を図りながら、思いやりの心や人権を尊重し合う気

持ちを育む啓発及び家庭教育を支援する機会の提供に努めます。 

○　人権教育講座開催にあたっては、多様な人権課題の中から身近なテーマを取り上げ、

市民の人権意識の高揚と理解促進を図ります。 

 

○　人権尊重ポスターも貴重な取り組みですが、あくまでも手段であり、その実績値の

高低を過度に危惧する必要はないと思います。むしろ、人権意識の高さを維持し、最近

の新たな問題への対応に尽力いただくことが大事かと思います。 
 

 

 （４）　学識経験者による意見
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公民館では、ふるさと渋川を愛する人づくりのため、４つの基本目標（①学ぶ、②集

う、③活かす、④創る）の達成に向け、様々な事業を企画・実施し、多世代にわたり、学

習の支援に努めています。 
令和７年度は、建て替えにより古巻公民館が１０か月館休館となりましたが、前年度

からは利用者数も増加しており、堅調に公民館活動が従来の活発さを取り戻してきてい

ます。 
各公民館が地域の要望等を取り入れながら、特色ある事業を継続して行っており、人

口減少や少子高齢化などの社会情勢だけでなく、多様化するニーズも勘案し、より効果

的で、効率的な事業の実施に努めました。 
また、市内全ての小中学校でコミュニティ・スクールが導入されており、地域と学校

を「つなぐ」重要な拠点として、連携、協働を図りました。 
老朽化が進む施設、設備については、引き続き、財政状況を踏まえながら、優先度の高

い順番に修繕等を行いました。 
 

○　地域を愛する人づくりのため、自分の住む地域をはじめ、市内外の由縁のある地域

を訪れ、歴史や文化、産業等を学ぶことで、郷土愛を醸成するとともに、地域間交流や

世代間交流に寄与することができました。 
　【地域を知る事業の実施割合】 
　　令和７年度　４．９％（地域を知る事業２８回／主要５事業５７３回） 
○　子どもたちを対象に、長期休業中の学習支援と居場所づくりのため、作文教室やポ

スター教室、工作教室等、６２事業を実施し、延べ２，２１７人が参加しました。 
　　また、今年度も環境森林課との連携事業として、動く環境教室を開催し、地球温暖

化やＳＤＧｓなどについて学ぶ機会を提供しました。 
○　全ての小中学校においてコミュニティ・スクールが導入され、各公民館では、地域

と学校を「つなぐ」重要な拠点として、地域と学校が一体となり、子どもたちの健全育

成に努めました。 
　・　中学校の部活動等の発表の場として公民館を提供し、地域の人たちが鑑賞するこ

とで、学校教育活動の理解を深めました。 
　・　地域の祭りやスポーツ祭等に、児童生徒が運営ボランティアや、演奏・展示の発表

等で参加し、世代間交流に寄与しました。 
・　地域と学校等の運動会を合同で開催し、多世代間の交流に寄与しました。 

○　古巻公民館整備事業は、令和７年１２月に本体工事が完了し、令和８年４月１日供

用開始に向け、備品の納品等準備を進めました。 
　　また、令和８年３月には竣工式典及びオープニングセレモニーを実施し、関係者や

 
６　公民館活動の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公民館

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）
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地域住民など５００人を超える来館者がありました 
 

　◆指標 

○　指標としている「公民館利用者数」は、古巻公民館の休館もあり、目標値を達成でき

ませんでした。 
　　令和８年度は新たに建設した古巻公民館が供用開始となり、ホール機能等を活用し

た事業などを実施するとともに、各公民館が多様化する地域のニーズを組み入れなが

ら各種事業の充実を図り、公民館利用者数の増加に努めます。 
○　主要５事業を、より効果的に実施するとともに、「渋川を知る」講座を継続し、地域

文化の伝承や郷土愛の育成、地域づくりにつなげるとともに、引き続き、地域や世代間

の交流を促進し、地域の結びつきと地域振興につなげます。 
○　子どもや高齢者等地域の人たちの安全で安心な居場所として、誰もが気軽に立ち寄

れる公民館の運営に努めます。 
○　公民館は、地域と学校を「つなぐ」拠点として、その役割を効果的に果たせるよう、

引き続き、地域ぐるみで、学校との連携が深まるよう、取り組みます。 
 

○　利用者数は設定された目標を下回ってはいますが、古巻公民館の休館もさることな

がら、現代の余暇活用の多様化等を思えば、２０万人を維持し続けていることを積極的

に評価したいと思います。文化財行政との連携も一層期待します。なお、利用者の実数

は地域の人口動態に強く規定されるものです。目標の立て方としては、人口に対する利

用者数の比率や、講座の継続受講率、新規利用者の割合など、公民館の運営努力が反映

されやすい指標を併せて用いることも考えられます。次期の計画策定の際にご検討い

ただければと思います。 
 

 

 （３）　評価（今後の方向性）

 指標名 基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10 年度)

 
公民館利用者数 
（公民館概要による）

211,530人 227,103人 217,132人 304,000人

 （４）　学識経験者による意見
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図書館は、図書、記録その他必要な資料を収集、整理、保存して、利用者の教養、調査

研究、レクリエーシヨン等に資することを目的とした施設です。提供する資料について

は、著作権法の範囲内でＣＤやＤＶＤ等の電子媒体も活用しつつ、その中心を「図書」と

位置づけ、信頼性の高い情報の提供に務めています。 

６か月児健康相談において、読み聞かせとともに絵本をプレゼントする「ブックスタ

ート事業」や、高齢者や弱視の人にも読みやすい「大活字本」「点字本」の貸出しなどを

通じ、子どもから高齢者まで幅広い年齢層に対応したサービスを展開していますが、「渋

川市こども読書活動推進計画」に基づき、１８歳以下の子どもたちの読書活動を推進す

るための取り組みに特に力を入れています。 

一方で、館内における無料Wi-Fi の提供や、公式ホームページからの蔵書検索・予約

受付ができる図書館システムの更新や、大人も子どもも図書館で借りた資料の記録を楽

しみながら振り返ることができる「読書の記録帳」の発行など、ICTを活用した利用者全

体の利便性向上にも努めています。 

 

○　ブックスタート事業では６か月児３１７人に絵本を２冊手渡し、読み聞かせを行い　

ました。　 

○　読み聞かせボランティア講座を１０月に開催し、２６人が参加しました。読み聞か

せで使用する紙芝居の演じ方や遊び方、絵本との違いを学ぶほか、参加者同士の交流

を図りました。 

○　市内の小中学生に身近な学校図書館の充実を図るため、学校教育課と共催して、市

内小中学校の学校図書館事務補助員を対象にした研修会を６月に開催しました。２１

人の学校図書館事務補助員が参加しました。 

○　児童文学作家のよしながこうたくさんによる小学生向け講演会（ライブイベント）

を１１月に開催しました。２３人の小学生とその保護者が参加しました。 

○　大活字本の新刊を６０冊、子ども向けの点字絵本を１冊購入しました。 

○　群馬県立図書館を中心に県内１２市で検討を進めていた電子図書館の共同導入につ

いては見送る方針が確定しました。今後、渋川市単独で導入するか、費用対効果も含

めて検討していく必要があります。同様に、自動貸出機・返却機の導入等のＩＣＴ化

の検討も進めていきます。  

 
７　図書館運営の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図書館

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）
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　◆指標 

 
○　指標としている「資料貸出人数」は目標値に達しませんでした。資料の充実を図る

ほか、季節に合わせた展示等を通して来館者に資料の魅力をＰＲしていきます、 

○　手元のスマートフォンから瞬時に多くの情報と娯楽が得られる現代において、指標

達成のためには、市民が「時間を割いてでも図書館に行こう」と思える動機付けが必

要となります。ＬＩＮＥ、Ｘ（旧Twitter）等の情報発信を積極的に行っていきます。 

○　ブックスタート事業や絵本の日出張図書館など、小さな頃から親子で本に触れるき

っかけを作り、豊かな心を育む読書活動を継続して推進します。 

○　子どもの読書活動には、図書館と学校図書館、図書館と読み聞かせボランティアグ

ループとの連携が必要なことから、学校図書館事務補助員間の情報交換や学校図書館

訪問等を継続していきます。 

 

○　図書館をめぐる情勢は大きく変わり、紙の本を集積する拠点から、情報センター的

な役割への転換が言われています。そうは言っても、人類の偉大な遺産の数々は書籍と

して残されていることが多いですから、紙の本の収集と保存も依然として大事でしょ

う。一方、情報メディアの多様化等により、図書館に足を運ぶ人数や図書貸出人数が伸

び悩んでいるのは全国どこでも同じです。しかし、時代の動きをよく捉えて、温故知新

の誇りある施設を維持されることに期待します。 
○　来館者数や貸出人数といった総量は、全国的な趨勢に左右される部分が大きいと思

われます。登録者に占める実利用者の割合、年齢層別の利用状況、電子書籍やレファレ

ンスを含めた利用の広がりなど、図書館自身の取り組みが表れやすい指標を併せて見

ていくことで、趨勢による部分と施策による部分とを分けて説明できるようになるの

ではないでしょうか。 

 

 （３）　評価（今後の方向性）

 指標名 基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10 年度)

 
資料貸出人数 101,086 人 104,000 人 97,760人 111,000人

 （４）　学識経験者による意見
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美術館はひとと芸術・文化・地域をつなぐ芸術文化活動の拠点として、「つながり 

ひろがる あおぞら美術館」をコンセプトに、文化の香り高いまちづくりを推進してい

ます。 
令和7年度は彫刻家　桑原巨守氏の作品を渋川駅前広場及び市道駅前通り線に設置し、

市民等が屋外で作品にアクセスできる環境を拡充しました。また、常設展示室にも桑原

巨守氏の作品を設置しており、会期や天候を気にせず気軽に鑑賞できる環境を整えてい

ます。 

美術館が主催する企画展、収蔵展、共催展、豊かな想像力を育成するワークショップ、

小中学生を対象にしたスタンプラリーや美術館コンサート等を開催し、美術館へ気軽に

来館できる機会を提供しました。 

企画展や収蔵展は、幅広い分野の作品を鑑賞する機会を提供するため、本市にゆかり

のある作家の作品や、こども達がワークショップで制作した作品等を展示しました。 

企画展示室は企画展等の合間に市民ギャラリーとして貸し出して芸術文化活動を支援

しており、市民・団体等が芸術文化活動の成果発表を行う場として利用されています。 

渋川市美術館・桑原巨守彫刻美術館運営協議会は、美術館運営の課題や事業の実施状

況、次年度の事業計画等について協議しました。 

 

○　ワークショップはこども向けに実施し、創作に参加する機会を提供しました。 

○　企画展は、本市にゆかりのある作家による工芸・日本画・洋画・彫刻・写真等の作

品、こども達がワークショップで制作した作品、あおぞら美術館推進事業で野外へ設

置する彫刻を展示するなど、幅広い分野の作品を鑑賞する機会を提供しました。 

渋川美術協会主催の「市民美術展」に共催し、地元作家の育成・支援に協力しまし

た。 

 
８　美術館事業の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　美術館

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）

 テーマ 実施日 対象者 参加者数 内容・備考

 段ボールで美術館に

街をつくろう！

8月3日 こども 45人 

 

2部制 

内訳 

午前:21 

午後:24

講師の指導のもと、段ボールを素材に用い

て、切る・貼る・着色する・組み立てるな

ど、街にある建物等の立体物を制作した。 

制作した作品は「美術館で街づくり　マチ

アソビ2025」で展示した。 

参加費300円 

講師：群馬県立女子大学　奥西准教授

 合計 1 日 45 人

 展示名 会期 日数 来館者数

 開館記念展Ⅶ　衣真一郎展－古墳とピラミッド－ R7.4.1～R7.4.14 
(R7.3.15～R7.4.14)

12 日 
(27 日)

224 人 
(494 人)

 企画展　渋川市手わざの美と心展 R7.4.25～R7.6.1 33 日 667 人
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○　学校教育との連携を図り、渋川・北群馬教育研究会や群馬県特別支援教育研究会渋

川・北群馬ブロックが主催する作品展に共催し、展示会場の提供や児童生徒等へ美術

館での鑑賞機会を提供しました。 

○　夏休み中の小中学生を対象に、市内４館（渋川市美術館・桑原巨守彫刻美術館、

徳冨蘆花記念文学館、赤城歴史資料館、北橘歴史資料館）を巡るスタンプラリーを

開催し、小中学生が気軽に美術館等へ来館できる機会を提供しました。 

○　市民ギャラリーの利用は7件で、通算34日間2,493人の来館がありました。 
 

◆指標 

○　指標としている「美術館企画展示室入場者数」の目標値に達することはできません

でしたが、今後もチラシや市広報、市ＨＰ、公式ＬＩＮＥのＳＮＳ等を活用して積極

的な情報発信を行います。 

○　より多くの市民が芸術文化への興味・関心を深め、気軽に美術に触れられるよう、

身近で親しみやすい事業や、企画力に富んだ事業を研究してまいります。 

○　来館者が美術をより身近に感じられるように、ワークショップやギャラリートー

ク、展示作品の解説などを行い、技法や作品、作家等を知る機会を提供してまいりま

す。 

 

○　地域に密着した地道な企画に誠実に取り組んでいると感じます。地域の美術館の利

 共催展　第 22 回渋川市民美術展 R7.6.13～R7.6.29 15 日 735 人

 収蔵展　村上鳳湖・瀧沢巨森展～懐かしさの風景～ R7.7.7～R7.7.27 18 日 394 人

 企画展　美術館で街づくりマチアソビ 2025 R7.8.9～R7.8.31 20 日 353 人

 収蔵展　桑原巨守展～生命・花・陽～ R7.10.1～R7.10.26 23 日 366 人

 企画展　渋川美術協会 五人展 等身大の画布 R7.11.23～R7.12.21 25 日 902 人

 企画展　蜂巣文香展～ちいさな怪獣～ R8.3.14～R8.3.31 
(R8.3.14～R8.5.10)

15 日 
(50 日)

540 人 
(1718 人)

 合計 161 日 4,181 人

 展示名 会期 日数 来館者数

 渋川・北群馬・渋川特別支援学校児童生徒作品展 R7.11.13～R7.11.16 4 日 453 人

 第 50 回渋川・北群馬図工美術作品展 R8.1.9～R8.1.26 16 日 1,641 人

 合計 20 日 2,094 人

 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 ラリー帳提示入館者数（付添者を含む） 休館中 119 人 107 人

 スタンプラリー完走者数（児童生徒） 69 人 59 人 45 人

 （３）　評価（今後の方向性）

 指標名 基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10 年度)

 美術館企画展示室 

入場者数
1,464 人 

（令和6.3.3～）
10,000人 8,768 人 12,000人

 （４）　学識経験者による意見
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用者数の頭打ちは全国どこでもみられる問題ではありますが、来館者の動態、リピート

率、年齢構成などのデータを丁寧に見て、無理のない範囲で改善策をとることが望まれ

ると思います。こうしたデータは、来館者総数が全国的な趨勢の中で伸び悩む場合であ

っても、館の取り組みの成果を示す根拠になります。 
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　徳冨蘆花記念文学館は、展示館（常設展示室、企画展示室）と終焉の間を保存している

記念館で構成されています。常設展示室では徳冨蘆花の遺品や多数の資料、写真及び解

説パネルによって紹介しています。企画展示室では年に６回程度の入替展示を行ってお

り、多世代が楽しめるような企画展を開催しています。　　　　　　　　　　　 
各種情報媒体への情報提供などによる知名度アップのほか、利用案内について周知活

動を行いながら来館者増と魅力的な文学館づくりに努めています。 
 

○　常設展での工夫 

　　常設展示室内に徳冨蘆花に関するクイズコーナーを設けて実施したところ、多くの

来館者から好評を得られました。 

○　児童や市民等の受け入れ 

徳冨蘆花の月命日に開催する追悼茶会や伊香保小６年生全員を対象とした茶道体験

教室を通じて、多くの児童や市民等に「徳冨蘆花や蘆花と伊香保との関わり」につい

て、学びのきっかけを提供することができました。また、市内の公民館や自治会の研修

事業の受け入れを行い、市民に対して徳冨蘆花の魅力を伝えることができました。 

○　施設整備の充実 

展示館内に「不如帰」をはじめとする蘆花の作品のほか、伊香保や本市に縁のある

書籍等を配架し、来館者が気軽に手に取ってその場で読むことのできる「読書スペー

ス」を整備しました。 

 

◆指標 

○　指標としている「ホームページ等の電子媒介を利用した施設の紹介」は、目標値に達

しませんでしたが、より多くの徳冨蘆花の文章を紹介することに努めました。引き続き、

ホームページ内に開設している、文学館の四季折々の情報を提供する「お知らせ」コー

ナーを充実させるとともに休館日の周知を含めて利用案内を積極的に行います。 
また、テレビやラジオ等のマスメディアなどに対しても引き続き積極的な情報提供

を行うとともに、旅行会社等の企画に参画するなど、知名度アップのための幅広い広報

周知活動を行い、入館者増に努めてまいります。 
○　施設管理については、老朽化した施設のため、早い段階で修繕等を行うことにより、

 
９　文学館事業の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文学館

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）

 （３）　評価（今後の方向性）

  
指標名  

基準  
 (令和６年度実績）

 
目標値  

(令和７年度)

 
実績値  

(令和７年度)

 
目標値  

(令和10年度)
  

ホームページ等の電子媒
介を利用した施設の紹介 

 
 ２０回 

 
 ２４回 

  
１８回 

　 

 
 ４８回　 
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来館者に不便をかけないよう努めてまいります。 
○　企画展の開催については、市有施設や県立土屋文明記念文学館をはじめとする関係

機関との連携を密にするとともに、来館者が興味を抱くように工夫をしてまいります。 

○　令和９年の蘆花没後１００年に向けて、文学館が所蔵する約８，０００点余りの資

料の目録を整理し、市民等が広く利活用を図れるよう進めてまいります。 

○　令和９年度を見据えて行われるという約８，０００点に及ぶ資料の目録整理は、文

化的に大変意義深いと思います。一方では、徳富蘆花に限らず、いわゆる近代文学に対

する関心が薄れつつあるのが、今現在の日本の現状かと思います。徳富蘆花等の業績と

こんにち的意義のより一層の発信を期待します。 
 

 （４）　学識経験者による意見



- 52 -

Ⅲ　文化財の保護と活用 

 

 

　国指定９件、国登録４件、国選択１件、県指定４２件、市指定１２６件の１８２件の指

定等文化財について、保護及び維持管理を実施しています。昨年度から１件増えており、

これは群馬県が所有する「群馬県金井遺跡群出土品」が国重要文化財（美術工芸品）に指

定されたことによるものです。 

　指定文化財の一部は所有者等に管理を委託し、それ以外は文化財保護員が月１回パト

ロールを実施し、適宜対応を行っています。県天然記念物「ヒメギフチョウ」は生息域が

狭小で数も少なく、産卵数が安定しないため、保護連絡協議会を組織し、保護管理計画

に基づいて現地パトロールや生息環境の整備等を行っています。 

　埋蔵文化財は、緊急性の高い各種開発計画に対応するため、範囲確認調査・試掘調査・

本発掘調査等をふまえ、現地保存や記録保存等を行っています。出土品は、市埋蔵文化

財センタ－や歴史資料館等で保管し、公開・普及の資料としています。 

 

○　県天然記念物「下郷の大クワ」ほか市史跡等３件の環境整備等を実施しました。 

○　案内板・説明板の補修等を２件実施しました。 

○　埋蔵文化財は、１２件の範囲確認調査、１件の試掘調査、１４件の工事立会を実施

しました。開発の多くは民間によるもので、件数・工期いずれも市が主導できないた

め、その都度相手方と協議し対応を考えなければならないのが実状です。 

○　ヒメギフチョウ生息地の下草刈り（ボランティア作業）、幼虫の食草ウスバサイシ

ンの育成や生息地への移植、防獣柵の設置、植生調査等の環境整備を実施しました。

また、昨年度から引き続き、羽化・交尾・産卵の過程での一時的な人工飼育による産卵

数の回復を試みました。作業は専門家の指導・助言・補助を得て行いましたが、前回の

産卵数を下回る結果となりました。次年度以降も予断を許さない状況が続くことが想

定され、関係機関との協議・対策を継続する必要があります。 
【ヒメギフチョウ保護対策の実施状況】 

 

○　各種指定等文化財は、保存状況等を随時確認し、関係者と協議しながら修繕や養生

を行います。ヒメギフチョウは、パトロールや生息環境の整備（食草の確保、シカ害対

策等）を継続的に行い、チョウの取扱いについても、産卵数の増加・安定化をめざし

 
１　文化財の保護・管理の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　文化財保護課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）

 年　度 産卵数 事業の実施内容

 令和５年度 ９３ 全数保護飼育（市、県）、防獣柵設置、植生調査

 令和６年度 　　２４９ 全数保護飼育（市、県）、防獣柵設置、植生調査

 令和７年度 　　　１２７ 一部保護飼育（市、県）、防獣柵設置、植生調査

 （３）　評価（今後の方向性）
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て、引き続き専門家の助力を求めながら対応していきます。 

○　指定文化財の標柱や説明板は、随時点検・補修を行い、文化財の周知と理解のため、

よりわかりやすくなるよう内容を見直しながら更新していきます。あわせて、防災用

器具についても定期的に点検・補修・更新を進めます 

○　埋蔵文化財が確認された場所については、開発事業者側と協議しながら、文化財の

保存のためにより適切な方法を検討し、必要な調査・記録作成等を実施します。 
 

○　金井遺跡群出土品の国指定重要文化財への指定は重要な成果です。複合的な存在で

すので、その意義について今後もわかりやすく発信し、保存・活用体制のさらなる充

実をはかることを期待します。その一方で開発に伴う調査の苦労もうかがわれます。

開発行為を指導・監督する部局の支援がすでにあっての事業とは思いますが、より一

層の協力を期待します。  

 （４）　学識経験者による意見
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　赤城歴史資料館・北橘歴史資料館において市内の文化財を展示し、見学や学習の場を

提供しています。また市埋蔵文化財センターでは、古墳時代の災害遺跡（榛名山噴火関

連遺跡）の展示を行っています。国史跡「瀧沢石器時代遺跡」は、現地の史跡整備工事に

着手しました。国史跡「黒井峯遺跡」や市史跡「白井城址」等の屋外で見学可能な史跡等

については、除草等の管理を定期的に行っています。 

　普及事業では、各種体験教室などを実施し、文化財に触れる場を提供しています。 

　 

○　北橘歴史資料館に隣接し、当該地区ゆかりの歴史的題材であり、渋川市の歴史にも

大きな影響をもたらした「佐久発電所」を取り上げ、過去から現在に至る歩みをふり

返るミニ企画展「鉄塔今昔物語」を北橘歴史資料館で開催しました。 

○　赤城地区内発祥といわれる剣術「法神流」をはじめとして、赤城山麓で盛んだった

様々な武術を紹介する企画展「赤城山麓の農村武術と法神流」を赤城歴史資料館で開

催しました。 

○　普及事業は、古代米づくり体験教室、はた織り教室、竹工芸教室、しめ縄飾りづくり

教室、お正月飾りづくり教室を引き続き実施しました。北橘歴史資料館では夏・秋・冬

の３回ミニ展示を実施しました。市埋蔵文化財センターでは、夏休みと冬休みに子ど

も文化財教室を開催しました。さらに夏休み中の野外での体験教室として、「吾妻川、

石の博物館」を開催しました。 

○　瀧沢石器時代遺跡は、史跡整備工事に着手し、縄文時代当時の地形を復元するため

の造成工事（４年計画の１年目）を実施しました。工事の執行にあたっては建設交通

部の技師の協力を得ました。また、整備工事で計画されている現地の植栽について、

当時の自然環境の再現に必要なドングリ等の苗を確保するための準備として、市民や

小学生とともに市内の雑木林で種を拾い、選別し、植える、育てるといった一連の作

業を体験する「育てよう！縄文の森プロジェクト」を開始しました。 

○　金井東裏遺跡の現地見学者のため、保存地区内の除草等の管理を実施しました。令

和３年度からの継続事業として、金井遺跡群の遺跡の広がりや遺構分布を把握するた

めに地中レーダー探査を実施しました。 

○　出前講座・授業等について、昨年度に続き市内小中学校への周知を強化しました。

結果は小学校７、中学校４、高校１、公民館２、自治会１、自主団体１となり、各回ご

とに地域にあわせた資料を作成して実施しました。 
○　「（仮称）渋川市ふるさと歴史館整備基本構想」の策定を受けて市内の空き施設につ

いて関係所属と協議しましたが、立地や面積といった条件に合致する空き施設がなく、

候補地の選定には至りませんでした。  

 
２　文化財の活用と整備の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　文化財保護課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）
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【実施状況】 

 

◆指標 

○　指標としている「出前講座等実施回数」は目標値を達成しました。引き続き様々な

団体・機関等の要望に応えながら文化財情報の発信・普及を進めます。生涯学習課所

管の出前講座や各公民館の地域学習等と連携し、市民の学習機会の充実に努めるとと

もに、学校教育現場への出前授業を継続し、各回ごとに現場のニーズに応じたメニュ

ーを組み立てながら実施します。 

○　瀧沢石器時代遺跡の史跡整備に向けて整備工事等を進め、保存整備委員会・国・県

と調整を図ります。他の史跡等については、瀧沢石器時代遺跡の整備の進捗状況を踏

まえながら、今後体制を整える中で新たな整備計画等に取り組みます。 

○　榛名山噴火関連遺跡について、本年度も講座・教室等を企画し情報発信に努めます。

また、引き続き地中レーダー探査を実施して新たな遺跡情報の収集を進めます。 

○　（仮称）渋川市ふるさと歴史館整備基本計画を踏まえ、既存の展示等施設を活用し

ながら当市の歴史・文化財を学ぶための取り組みを検討・試行します。また、既存施設

の取り扱いについて、市全体の公共施設の再編・統合に向けた協議の中で方向性を見

出し、候補地の選定に取り組みます。 

 

○　古墳時代の多彩な遺構など、渋川市の有する文化財の豊かさは特筆されるべきもの

です。まずそのことを市当局や市民にしっかり認識してもらい、さらなる振興を期待し

ます。 
 

 年　度 古代米づくり教室参加 出前授業（小中学校） 出前講座（小中以外）

 令和５年度 　８４人 　３校 ６件

 令和６年度 　９５人 　７校 ３件

 令和７年度 １０３人 １２校 ４件

 （３）　評価（今後の方向性）　

  
指標名  

基準  
 (令和５年度実績）

 
目標値  

(令和７年度)

 
実績値  

(令和７年度)

 
目標値  

(令和10年度)
 

出前講座等実施回数 ９回 １０回 １６回 １２回

 （４）　学識経験者による意見
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　市重要無形民俗文化財１６件（うち「下南室太々御神楽」は「養蚕の舞」のみ県指定）

と、県重要有形民俗文化財「津久田の人形舞台附人形」にかかる人形操作、国選択無形民

俗文化財の「上三原田の歌舞伎舞台の装置・操作」が継承されています。 

　上三原田の歌舞伎舞台では、操作伝承委員会による舞台操作訓練・点検を毎年欠かさ

ず行い、舞台操作技術の維持・伝承に努めています。三原田小学校の歌舞伎クラブも、こ

の機会を利用して舞台公演を行っています。 

　津久田人形操作伝承委員会は、技量の向上に努めながら、地元小中学校でのワークシ

ョップや地域外での公演実施等、認知度の向上や次世代への継承に務めています。 

　各地に伝わる神楽や獅子舞、祭り囃子等、伝統芸能の保存や継承は地域に根ざした文

化を守り育てていくために重要であり、市指定重要無形民俗文化財の保存団体に対し、

団体の活動費補助として市補助金を交付するなど支援に努めています。一方で、人口減

少や高齢化、コロナ禍に伴う活動休止等の影響により今後の活動の継承を懸念している

団体もあります。 

 

○　市の重要無形民俗文化財１６件のうち、１５件が実施されました。 

○　上三原田の歌舞伎舞台は、舞台操作方法の伝承を目的として毎年開催している伝承

委員会による各種動作確認及び地元小学校の歌舞伎上演に加えて、市民総合文化祭の

歌舞伎発表会等を１日かけて実施しました。 

○　津久田人形芝居櫻座の公演が操作伝承委員会と人形舞台の所有者である地元住民と

の共同開催で、津久田の人形舞台において開催されました。関連団体として「手作り

人形劇　つ組」も出演し、２２０人の参加がありました。また、津久田小の人形クラブ

へのサポートや三原田小、古巻中への出張公演（解説付き）や操作体験といった次世

代向けの企画が行われました。 

【実施状況】 

 

◆指標 

 
３　伝統文化の保存・継承活動の支援　　　　　　　　　　　　　　　文化財保護課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）

 年　度 市無形文化財実施件数 歌舞伎舞台来場者数 人形舞台来場者数

 令和５年度 １４件 ４００人(半日) ８２０人

 令和６年度 １５件 ６５０人(１日) ２２５人

 令和７年度 １５件 ５００人(１日) ２２０人

 （３）　評価（今後の方向性）

 指標名 基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10 年度)

  
伝承活動団体への補助金
交付件数 

 
 

１６件  

 
 

１６件  

　　　　　 
１６件 

 
 

１６件  
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○　指標としている「伝承活動団体への補助金交付件数」は目標値を達成しました。引

き続き伝承活動団体の動向に留意し、活動の継続につながるよう務めます。 

○　市重要無形民俗文化財については、保存や継承活動に関する団体からの相談を受け

ながら、必要な経費の補助や情報提供等の支援を行います。各団体の動向や懸念事項、

ニーズ等をできるだけ具体的に把握できるよう、上演時の状況確認や聞き取り等を適

宜実施します。 

○　伝統芸能や無形文化財の維持に必要な道具等の修繕や後継者育成に活用できる公的

または民間機関の助成に関する情報を各団体に提供し、活動支援の一助とします。 

○　三原田小歌舞伎クラブ・津久田小人形クラブの活動や、津久田人形芝居の出前講座

の実施等、児童・生徒の歌舞伎や伝統芸能の学習について、継続して支援します。 

 

○　ごく一部を除いて、いわゆる伝統文化の継承者・愛好者は全国的にも減少傾向にあ

ります。特に近年はその傾向が顕著と思います。そうした中で努力をいただいているも

のと評価します。ただ、市民の愛郷心は決して弱い地域ではありません。故郷に対する

肯定的な気持ちを、その地域で守り継がれてきた伝統文化に向けてもらえるような取

り組みに期待します。 
○　指標についても、愛好者数や参加者数の総数は人口減少の影響を直接に受けますの

で、それのみで評価することは実態に合いにくいと思います。活動を継続できている団

体数、新たに加わった継承者の人数、学校教育と接続した事業の実施回数など、支援の

効果が表れやすい指標を併せて用いることが適当かと思います。 
 

 

 （４）　学識経験者による意見
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　赤城歴史資料館ボランティアの会、北橘歴史資料館友の会、竹親会、北たちばなふる

さとガイドの会等の自主活動団体があり、歴史資料館を拠点として自主活動を行ってい

ます。また、市内小中学校からの来館に際して、ボランティアの会、資料館友の会が解説

や体験学習の指導にあたっています。そのほかにも竹工芸教室、縄文まつり等、各団体

と教育委員会及び歴史資料館が連携した活動も行っています。なおこれらの団体に対し

て、歴史資料館等の活動の場の提供、研修会の実施などの支援を行っています。 

 

○　小学３年生対象の体験学習は、１４校４７３人、小学６年生の歴史体験学習は３校

８６人の参加がありました。少人数校は日程を調整し、２校が合同で開催しました。 

○　赤城歴史資料館ボランティアの会が、渋川地区の文化財学習会や広大な館敷地内の

清掃作業を実施しました。 

○　文化財保護課と自主活動団体が連携して実施してきた「縄文まつり」は、雨天のた

め中止となりました。 

【実施状況】 

 

◆指標 

○　指標としている「自主活動団体実施の体験教室等件数」は目標値を達成しました。 
○　資料館や公民館等と連携を図りながら、企画展やイベントへの協力等を通じて、団

体の活動を支援します。今までどおりのやり方だけでなく、体験メニューやボランテ

ィア人数等、情勢にあわせた手法を検討しながら行い、従事者の負担軽減に努め、活

動の継続を意識して取り組みます。 
 

○　前述のとおり、住民の地域に対する意識はおおむね肯定的であると思われますので、

まさにその市民から自主的に活動する形で文化財関連の取り組みを行うことには大き

な意義があります。ボランティア等の継承、持続を期待します。 
 

 
４　自主活動団体の育成・支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　文化財保護課

 （１）　現状

 （２）　点検（成果・課題）

 年　度 小３体験学習 小６体験学習 縄文まつり

 令和５年度 １３校４７２人 ３校１０８人 ２２８人

 令和６年度 １２校４５８人 ３校１０２人 ４１３人

 令和７年度 １４校４７３人 ３校　８６人 中止

 （３）　評価（今後の方向性）

 指標名 基準 

(令和５年度実績)

目標値 

(令和７年度)

実績値 

(令和７年度)

目標値 

(令和 10 年度)

 
自主活動団体実施の

体験教室等件数 ２０件 ２０件 ２０件 ２０件

 （４）　学識経験者による意見
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